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第1章　緒論

1パ　本研究の背景および目的

　土木構造物においてコンクリートは、最も使用頻度の高い構造材料である。こ

れは、施工現場で成型加工ができること、圧縮強度が大きいこと、重量が比較的

大きいこと、耐久的であること、そしてなによりも鋼材等他の構造材料に比べて

安価であること、等によるものと考えられる。一方、コンクリートの短所として、

圧縮強度は大きいが、引張強度が小さいことが挙げられる。しかし、これを鋼材

により補う技術の開発により、コンクリート構造は構造部材として飛躍的な進歩

を遂げた。さらに、近年は構造物が大型化、高機能化し、コンクリートに求めら

れる要求品質も多様化、高品質化してきている。

　構造物が大型化、高機能化されるにつれて、注目されているのがひび割れの問

題である。原子力圧力容器などの原子力関連施設や上下水道関連施設等ではひび

割れを通しての漏水を防止する対策を講じる必要があり、ひび割れの発生照査の

結果が漏水対策コストを左右することにもなる。また、近い将来のコンクリート

標準示方書像として現在議論されている性能照査型設計法1－1）は、構造物の耐用

年数という時間軸上で構造物の振舞いを正確に照査する技術を整備し、その結果

種々の要求性能を満たすことを保証するように設計を行うものである。このとき、

ひび割れの存在が構造物の耐久性能や劣化現象に大きな影響を及ぼすことになる。

そのため、性能規定で構造物を設計・照査する場合にはひび割れ発生照査を行う

ことが必要条件になると考えられる。

　コンクリートのひび割れと一口に言っても、コンクリート施工直後に発生する

プラスチック収縮ひび割れ、沈みひび割れ、マスコンクリートの水和熱に起因す

るひび割れ、アルカリ骨材反応によるひび割れから曲げモーメントやせん断力等

の外力によるひび割れまで多岐にわたるい2）。現行のコンクリート標準示方書

（平成8年度制定）の設計編では、使用限界状態の中に、曲げ、せん断およびね

じりに対してひび割れの検討を行うことが明記されている1－3）。また、同施工編

では、マスコンクリートの水和熱に起因する温度ひび割れの発生照査を行う必要

のあることが記されている図）。これらの照査は、最新の照査技術を駆使して行

うものであるが、近年の電子計算機の発達に伴い、有限要素法や境界要素法など

の数値計算の技術が開発実用化され、弾性論から、弾塑性論あるいは粘弾塑性論

等の解析理論の発展と相まって、より高度な技術が使用されるようになってきて

いる1－5）。

　その一方で、ひび割れ照査に用いられる材料物性値は、照査結果そのものを左
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右する重要な入力値であるにもかかわらず、その整備に関しては立ち遅れの感が

否めない。とくに、コンクリートの引張方向のクリープは、曲げひび割れ照査に

おけるひび割れ幅の算定やマスコンクリートの温度ひび割れの発生照査において

重要であることがコンクリート標準示方書の設計編に明記されているいるにもか

かわらず、研究の少なさから未だ十分な評価がなされていない1－3）。同施工編に

おいてもひび割れ照査におけるクリープの影響は、暫定的な値を与えるにとどまっ

ている星一4）。このように、引張クリープに関する研究が少ない背景には以下のこ

とが考えられる。

（1）コンクリートは圧縮強度に比べて引張強度が小さい材料であることから、

　　引張クリープ試験における載荷応力は非常に小さいものになり、従って、

　　試験によって得られる時間依存性ひずみも小さく、圧縮クリープ試験に

　　比べて、より精巧な実験技術が要求される三一6）。

（2）とくに、マスコンクリートの温度ひび割れ照査に着目した場合、若材齢

　　からの引張クリープ特性が必要となるが、若材齢コンクリートを対象と

　　した場合、練混ぜ、打込み、養i生および載荷に至るまでの間に温度をは

　　じめとする種々の環境条件が供試体の水和、すなわち、硬化性状に影響

　　を及ぼす1－7）。そのため、同一条件の実験を行っても再現性が乏しく、

　　汎用性のない結果となることが予想される。

（3）引張クリープ特性を厳密に定めなくても、現行の暫定値を用いた照査で

　　実用上十分である、あるいは、安全側の評価が得られるという設計上の

　　考え方がある。

　これらの問題点のうち、　（1）に関しては、近年の実験装置や電子機器を用い

た測定器具に見られるように微小な変形を捕捉する技術は向上しており、本質的

に解決されたと考えられる。問題となるのは、高精度の実験装置を用いて測定さ

れた微小な変形が（2）の問題に関連してばらつきが大きくなることであろう。

（3）に関しては、将来の性能規定による設計法を考えた場合、安全であるか否

かといった指標ではなく、時間軸上で構造物の挙動、あるがままの姿を正確に予

測する必要があり、例えば、ひび割れ照査の精度は耐久性能、ひいては、構造物

の保証耐用年数に影響を及ぼすものとなる。近い将来の設計法が、設計段階から

破壊と再利用までを考慮したトータルコストをも含めた照査形態をとるという議

論もある中、　（2）の問題解決をも含めたひび割れ照査技術の精度向上は、構造

物の性能評価をする上で必要不可欠な問題になると考えられる。

　このような背景を踏まえ、本研究では、若材齢から長期材齢に至るまで一貫し
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て高精度で、しかも汎用性のあるコンクリートの引張クリープに関する材料構成

則、すなわち引張クリープ予測手法の開発を目的としている。

1．2　本研究の方法論

　コンクリートの力学特性に関する実験値のばらつきの要因には以下のようなも

のが考えられる。

（1）実験装置の精度の相違（供試体の端面精度、載荷装置の荷重精度など）

（2）測定者の相違（熟練度、くせなど）

（3）測定機器の特性の相違（感度、電圧による応答の変化など）

（4）打込み方法および締固め方法など供試体作製法の相違

（5）セメント、骨材、混和材、混和剤などの使用材料の相違

（6）練混ぜ時の細骨材および粗骨材の表面水率の相違に起因する単位水量の

　　相違

（7）練混ぜ時から実験時にいたる過程での温度や湿度などの環境条件の相違

　上記の（1）～（4）に関しては実験手法上の要因であり、これは前もって対

策を検討し、注意深く実験手順を遵守することによって実験値に与える影響を小

さくできる問題である。一方、　（5）、　（6）はコンクリートの構造の形成に影

響を与える要因である。コンクリートは、練混ぜから化学反応により骨格構造が

形成され強度を発現する材料であり、材料の違いや環境条件の違いは、コンクリー

トの空隙構造の形成過程の相違となって現れることになる仁7）。特に、セメント

の水和反応が顕著に進行している若材齢時の力学特性には（5）～（7）の要因

に起因する空隙構造の相違の影響が著しくなると考えられる。すなわち、若材齢

コンクリートの引張クリープ特性の大きなばらつきも（5）～（7）の要因によ

る空隙構造の形成過程の相違の結果現出したものと考えられる。

　そこで、若材齢から長期材齢に至るまでの高精度で汎用的な引張クリープ予測

手法の開発を目的としている本研究では、空隙構造そのものを入力情報として予

測手法を展開することにする。すなわち、引張持続応力を受けた場合のコンクリー

トの空隙構造の変化を観察することを出発点として、その構造自身を力学的モデ

ルにより表現し、空隙構造の変化を構成則として引張クリープひずみの導出を行

おうとするものである。図一1．1に研究方法の概念図を示す。

　このような方法を採ることによって、コンクリートの構造的な相違による引張

クリープ特性のばらつきを無くすると同時に、配合や環境条件が様々に変化する

場合にも適用できる汎用性のある予測手法が構築できると考えたからである。
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入力値

・作用応力

・温度→　水和に伴う細

　　　孔構造の変化

空隙揮造のモデル化

笹　　　水和に伴う空隙

　　　の数ρの変化

空隙より進展する微細

ひび割れ寸法の進展則

出力値

微細ひび割れ進展に伴
うひずみ増分の算定　　＝二 引張クリープひずみ

図一］．］　研究方法の概念

　なお、　（4）の要因は実施工において、コンクリート構造物全体の力学特性に

著しく影響を及ぼす要因となる。最も危惧されるのは、打込み方法や締固め作業

の良否によりその構造物の均質性が左右されることである。本研究のように微細

な構造を研究の出発点とした場合には必然的に構造が均質であることが前提条件

となるが、このような条件のもとに予測した有限構造体の挙動と実施工での現状

とが一致しなくなることが考えられる。このような状況に対処する方法として多

く用いられているのは、解析上一定の大きさをもつ範囲をコントロールヴォリュー

ムとして定義し、その範囲内では均等質を仮定するものであるい5）。しかしなが

ら、この方法によった場合、違った物性値を持ったコントロールヴォリュームの

空間的分布を明らかにする必要があり、今後の研究に待つところが大きい。

　一方、最近、開発された高流動コンクリートは、作業員による締固めを行わな

くても型枠の隅々にまで充填できるコンクリートであり、材料分離や過度のブリー

ディングが無く均等質な構造を仮定することができる三一茎）。鉄などの他の構造材

料では容易に実現できるこの性能がコンクリートでも実現できる可能性があると

いえる。実構造物の均質性については、今後、確認が必要であるが、このような

コンクリートを用いることにより、微細な構造を出発点とした様々なメカニズム

の連成による有限構造体の挙動の予測と実構造物の挙動とを一致させうるもので

あると考える。実構造物の不均一性に関する議論は、この研究を実構造物のひび

割れ発生照査のレベルまで高めた段階で行うことにして、本研究では均等質の仮

定により得られる空隙構造の変化に着目した引張クリープの予測手法の開発を行

うことにする。
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1．3　本論文の構成

　本研究は、引張持続応力を受けるコンクリートの空隙構造の観察、その観察結

果を基にした力学的モデルの構築、モデル中の物理的な各定数の決定、およびモ

デルの妥当性の検証を主な内容としており、7章から構成される。

　第2章では、本論文に関係する既往の研究成果について述べ、現在までに明ら

かにされている知見を整理するとともに、現状での問題点を明らかにし、本研究

の位置づけを明確にする。

　第3章では、引張持続応力を受けるコンクリートの空隙構造を水銀圧入式ポロ

シメータにより測定し、応力を受けない無載荷供試体の空隙構造と比較すること

によって、引張持続応力が空隙構造に与える影響を考察する。

　第4章では、空隙構造の観察結果を基にコンクリートの引張クリープ予測モデ

ルを構築する。すなわち、毛細管空隙を起点とした微細ひび割れの進展がコンク

リートの引張クリープの主たるメカニズムであるとし、微細ひび割れの進展に伴

うひずみの増分（引張クリープひずみ）を古典的な線形破壊力学の基本概念を用

いて定式化するとともに、微細ひび割れの進展挙動を速度論の概念を用いて記述

する。

　第5章では、引張クリープを表現する予測モデル中に現れる各定数を合理的に

決定する手法について述べる。

　第6章では、載荷応力、載荷時材齢、および水セメント比を変化させた引張ク

リープ試験を行い、予測モデルによる計算値と実験値とを比較することにより、

提案した引張クリープ予測手法の妥当性を検証する。また、本予測モデルにより、

クリープ特性の温度依存性を表現できるか否かの可能性についても検討する。

　第7章は、第3章から第6章までに得られた結果を総括し、本論文の結論とす

るとともに、今後に残された課題についても述べる。
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第2章　コンクリートの引張クリープに関する既往の研究

2．1　概説

　一定持続応力下におけるコンクリートの時間依存性変形、すなわち、クリープ

は、1905年にWoolsonによって初めてその存在が明らかにされたと言われてい

る2－1）。それ以来、多くの研究者によってこの問題が議論されてきた。

　コンクリートのクリープに影響する要因は極めて多岐にわたり、条件によって

はクリープひずみは弾性ひずみの数倍に達することもある。このようなことから、

プレストレストコンクリート構造の有効プレストレストの減少や、合成げたの上

越し量決定のためのたわみの予測において、特に圧縮クリープの重要性が認識さ

れ、古くから多くの研究が行われてきた。これらの研究は、配合や環境条件など

種々の要因が圧縮クリープに及ぼす影響についての現象論的研究がそのほとんど

であり、クリープのメカニズムを取扱った研究はきわめて少ないのが現状である。

そのため、現行の多くの示方書、規準においては、このような現象論的研究を集

大成して構築されたクリープ予測式が採用されている。代表的なものとして、

CBB－FIP　Model　Code　902－2）やわが国の土木学会コンクリート標準示方書（平

成8年度版）2－3）などがある。これらの予測式は、多くの実験データを統計的に処

理して得られたものであるため、平均的には十分実用的な精度を与えるというの

が特徴である。前述したプレストレストコンクリート構造や合成桁など一般的な

コンクリート構造物の設計に際しては、今後もこれらの予測式が活用されていく

ものと考えられる。

　一方、コンクリートのひび割れ照査においては、クリープ変形は引張応力を減

少させる応力緩和機構として作用する2－4）ことになり、ひび割れ発生判定に大き

な影響を及ぼすことになる。この場合、応力の作用方向が引張方向となること、

CEB－FIP　90式や土木学会式が載荷応力／強度比の適用範囲を40％以下としてい

るのに対し、ひび割れ照査ではこれより高応力比となること2・5）、といった適用

範囲の問題の他に、判定精度の向上には、温度や湿度などの環境条件の履歴の影

響をより忠実に反映した、より高精度な引張クリープ構成則が必要になると考え

られる。さらに、第1章で述べた耐用年数を保証することを軸とした性能照査規

定による次世代の設計法2・6）においては、このような高精度な引張クリープ構成

則の開発は必要不可欠なものと考えられる。しかしながら、コンクリートの引張

クリープに関する研究は圧縮に比べて非常に少ないのが現状である。

　以上のような背景を踏まえ、本章では、コンクリートの引張クリープに関する

既往の研究成果を概観し、それらを基にして本研究の位置づけを明確にする。
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2．2　引張クリープ特性に関する既往の研究

　コンクリートの引張クリープ特性に関する研究は、1930年代に始まっている。

これらの研究は、主として圧縮クリープ特性との比較を出発点としている。

　Glanvilleら2－7）は、普通セメントを用いた水セメント比051のコンクリートに

載荷時材齢30日で引張および圧縮応力1N／mm2の同一の載荷応力を作用させたク

リープ試験を行っている。ただし、載荷中の温度および湿度は一定ではない。そ

の結果、同一のコンクリートに同一の載荷応力を作用させた場合には、クリープ

ひずみはほぼ等しくなることを報告している。

　Davisら2－8）は、普通セメントで、水セメント比0．45のコンクリートに対して

温度21℃、相対湿度50％の条件下で載荷時材齢7日で0．6N／mrn　2、載荷時材齢28

日で1N／mm2の同一応力を圧縮および引張載荷したクリープ試験を実施している。

その結果、載荷初期においては引張クリープひずみの方が圧縮クリープひずみよ

り大きくなるが、載荷期間1カ月程度から引張クリープ速度の低下が大きくなり、

長期間では両者のクリープひずみに差はほとんど無くなると述べている。

　これらの実験結果は、引張および圧縮持続応力が同一のもとでのクリープひず

みを比較したものである。したがって、圧縮載荷応力の圧縮強度に対する割合は、

引張の場合に比較してきわめて小さい。このような比較ができるためには、クリー

プが応力に比例するという前提が必要になる。応力とクリープが比例し、しかも

圧縮と引張でその比例係数が等しい、すなわち、圧縮と引張の単位クリープひず

みは等しいとする仮説は、Dav輌s－Glanvilleの法則として知られ、現在のコンク

リート構造を設計する際の基本仮定となっている。しかしながら、その後、この

Davis－Glanvilleの法則に異論を唱える実験結果が報告されている。

　Illston2’9）は、普通セメントを用いた水セメント比0．4のコンクリートに対し、

温度20℃で載荷応力／強度比、載荷時材齢などを要因に採った引張クリープ試験

を実施するとともに同一応力における圧縮クリープ試験を行い比較している。そ

れによると、データ数は少ないものの、載荷応力／強度比が50％以下の範囲では

引張クリープひずみは載荷応力に比例する、載荷時材齢が大きくなると引張クリー

プは小さくなるなど定性的には圧縮クリープと同様の挙動を示すが、同一載荷応

力による圧縮と引張に対するクリープひずみは、引張クリープの方が載荷初期に

おいても長期においても大きくなることを報告している。

　Brooksら2・lo）は、普通セメントで、水セメント比0．5のコンクリートに対して

載荷時材齢を28および56日とし、載荷応力／強度比を20％と同一にした引張お

よび圧縮クリープ試験を22±2℃で行い、シール養生した場合のクリープ（基本

クリープ）および供試体を60±7％の環境下にさらした場合のクリープの両方に

おいて、単位応力あたりのクリープひずみ（以下、単位クリープひずみ）は引張

一8一



の方が圧縮よりも大きくなるとしている。

　西林らは軽量コンクリートのクリープに関する一連の研究成果の中で引張、圧

縮、曲げクリープについて検討している2－ll）・2－12）・2・13）・2－14）。この実験では人工

軽量骨材を用いたコンクリートと普通骨材を用いたコンクリートに対して、載荷

時材齢を7および28日とし、温度20±1℃、湿度65±5％および100％のもとで引

張、圧縮および曲げクリープ試験を実施している。この結果、湿度条件がクリー

プに及ぼす影響は、普通コンクリートよりも軽量コンクリートの方が大きく、ま

た、引張よりも圧縮において著しいこと、引張、圧縮および曲げクリープは、い

ずれも載荷時材齢が長期であるほど小さくなること、さらに、軽量および普通コ

ンクリートのいずれにおいても単位クリープひずみは引張が最も大きく、曲げ、

圧縮の順に小さくなり、特に載荷初期においてこの傾向が顕著であることを報告

している。

　以上の研究においては載荷時材齢が7日より長期の実験結果であるが、総合的

に考察すると、引張クリープは、載荷応力／強度比、載荷時材齢などの影響は定

性的には圧縮クリープと同様の傾向を示すが、単位クリープひずみは引張の方が

圧縮よりも大きくなるとの試験結果が多いといえる。

　一方、最近重要視されている、マスコンクリートの温度ひび割れ照査に際して

は、打込み直後からの力学特性が必要となることから、載荷時材齢が3日以下の

若材齢での引張クリープ試験が実施されている。

　森本ら2－15）は普通セメントを用いた水セメント比59．3％のコンクリートに対

して載荷時材齢3および7日で同一載荷応力による引張および圧縮クリープ試験を

実施している。この実験は、温度20℃とし、シールすることによって湿度100％

の環境下で行われている。この結果、載荷時材齢3日の場合、単位クリープひず

みは引張の方が圧縮に比べて大幅に小さくなること、載荷時材齢3日と7日の引張

クリープひずみに差が見られないことから、載荷時材齢7日程度までは、引張ク

リープひずみに及ぼす載荷時材齢の影響は明確には認められないこと、等を報告

している。

　また、梅原らは若材齢コンクリートのクリープ構成式を構築する目的で行って

いる一連の研究の中でコンクリートの引張および圧縮クリープ試験を実施してい

る2－16）・2－17）・2－18）・2－5）。この結果によれば、載荷応力を同一とした場合、載荷応

力／強度比を同一とした場合のいずれにおいても単位クリープひずみは引張の方

が小さくなること2－5）・2－18）、温度30℃という限定された条件下ではあるが、載荷

時材齢を3、5および7日とした範囲では、引張クリープにおよぼす載荷時材齢の

影響は明確には認められないという、森本ら2一三5）と同様の結果を得ている。

　このように、引張クリープに関する実験的研究を概観すると、一般に構造設計
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の基本仮定として用いられているDavis－Glanv輌1▲eの法則は成立しない、すなわ

ち、同一の載荷時材齢においても引張と圧縮の単位クリープひずみは一致しない

傾向にあるといえる。さらに、載荷時材齢を7日より長期に採った場合と3日以下

の若材齢とした場合における引張と圧縮の単位クリープひずみの大小関係は逆転

するという結果もある。このような圧縮と引張における単位クリープひずみの相

違はそれぞれの応力下でのメカニズムの相違と考えられる。このような現象の解

明は多くの実験を積み重ねるだけでは達成されるものではなく、メカニズムに立

脚した研究を充実、発展させていく必要があると考えられる。

2．3　引張クリープのメカニズムに関する既往の研究

　コンクリートのクリープのメカニズムに関しては、古くから数多くの説が提唱

されているが、それらのほとんどのものは圧縮クリープに関するものである。し

かし、前節で述べたように、引張クリープに関する研究が圧縮クリープとの対比

を中心に発展してきたこと、引張クリープのメカニズムを論じる際には圧縮クリー

プで提唱されているメカニズムも参考になると考えられること、などから、まず、

圧縮クリープのメカニズムに関する既往の研究から概観することにする。

　圧縮クリープのメカニズムに関する研究は比較的巨視的な現象論に立脚してい

るものと、微視的で物理的なメカニズムに立脚しようとしているものとに大別さ

れる。

　前者の代表的なものは粘弾性理論2－19）による説明である。これは、コンクリー

トを弾性的な挙動を示す骨材と粘性流体的な挙動を示すセメントペーストに分け

て考えるものである。このような物体に持続荷重が作用すると、粘性流体がまず

その荷重を吸収し、それを徐々に固体の弾性的な骨組構造に移行させることにな

る。このようにして、遅れて現れる変形がクリープひずみであるとする理論であ

る。この理論によるクリープモデルはバネとダッシュポットを結合させたVoigt

要素およびKelvin要素の組み合わせにより表現される。この理論の問題は粘性要

素（ダッシュポット）により表現されているものの物理的な意味が不明確である

ことから、真に物理的メカニズムに立脚しているとは言えないことであるが2－20）、

数学的表記が比較的簡便であり、構造設計における要求を十分満たしていること

などから今後もこの理論が適用されていくと考えられる。

　一方、後者の微視的で物理的なメカニズムに立脚したものには、転移論に立脚

した説、Seepage理論および微細ひび割れによる変形説などがある。

　転移論に立脚した説2－2Dは、金属材料のクリープが結晶格子内の欠陥部から生

じる結晶格子のすべり変形により説明が試みられていること2・2G）にヒントを得て

セメントペースト内のゲル粒子相互間、または骨材とセメントペーストとの界面
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のすべりによりコンクリートのクリープを説明しようとするものである。しかし、

金属材料の塑性変形においては、変形中に絶えず新しい付着面が形成される（転

移）のに対して、コンクリートは必ずしもそうではなく、その塑性的変形はかな

り異なるものである。したがって、このような結晶のすべりをコンクリートのク

リープと考えることは無理があると考えられる。

　Seepage理論は1934年にLynamによって最初に提唱されたといわれている2－22）。

コンクリートに持続圧縮応力が載荷されると、弾性的な骨組構造中の空隙からゲ

ル水が圧出される。このゲル水はコンクリート中の毛細管空隙を通って外部へ逸

散される。このゲル水の外部への逸散速度は、毛細管を流れる時の摩擦抵抗によっ

て変わる。配合および温度等の条件が同一であれば、全摩擦抵抗はコンクリート

内部と外部との湿度勾配によって左右され、この勾配が大きい程逸散速度は大き

くなり、ひいては圧縮クリープ速度が大きくなる。これがSeepage理論であり、

この理論により、乾燥クリープの大部分が説明できると考えられている。

　微細ひび割れによる変形説2－23）は、圧縮持続応力の作用により、骨材とセメン

トペーストとの界面から発生した微小なボンドクラックが、進展と骨材や空気泡

によるアレストとを繰り返すことにより遅延した変形として現れるのをクリープ

ひずみであるとする説である。このボンドクラックは、直接、破壊の原因とはな

らないが、持続応力が大きい場合には、このクラックが融合、局所化し、全体の

破壊に結びつくと考えられる。この破壊が圧縮クリープ破壊である。このように、

微細ひび割れに起因する圧縮クリープのメカニズムは持続応力が比較的大きい場

合の説明としては有効であると考えられる。

　これらの説は、いずれも、単独ですべての圧縮クリープ現象を説明するには不

十分であるが、巨視的に現象を記述しようとする粘弾性理論にSeepage理論を結

び付けることにより圧縮クリープ特性が説明されることが多い2・24）。

　一方、引張クリープのメカニズムに関する研究は非常に少ないのが現状である。

いくつか行われている研究では、主に圧縮クリープにおいて提案されたメカニズ

ムが引張クリープにおいても適用できるか否かという観点から行われているもの

が多い。

　Brooksら2’10）は、引張クリープへのSeepage理論の適用性の検討をするために、

載荷時材齢を28および56日とした乾燥および湿潤環境下での引張クリープ試験

を実施している。Seepage理論に従うと、引張持続応力が作用した場合には、圧

縮と応力の向きが反対になるためゲル水の圧出はなく、乾燥環境下におけるクリー

プと湿潤環境下におけるクリープとの間には相違がないと考えられる。しかしな

がら、実験結果では、引張クリープにおいても乾燥環境下におけるクリープの方

が湿潤環境下におけるクリープよりも大きくなっていることから、引張クリープ
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に対してはSeepage理論を適用できないと結論づけている。さらに、引張クリー

プのメカニズムを説明する理論として、粘せん断理論を紹介している。これは、

セメントゲルとゲル空隙申の吸着水層との粘性的なせん断変形がクリープのメカ

ニズムであるとする説で、前述した金属材料の転移論に立脚した説2－21）と類似し

たものである。Broooksらは、この説により引張応力を受けることによる乾燥環

境下におけるクリープひずみの増大も説明できるとしている。しかしながら、こ

の理論は粘性的な変形を考慮していることから、粘弾性理論と同様に物理的意味

合いが不明確となっている。

　Cookら2－25）・2－26）も、湿潤環境下および乾燥環境下における引張クリープ試験

を実施している。相対湿度30％の引張クリープが50％のものより大きく、100％

のものとほぼ同等となっていること、相対湿度を50％と100％で繰返した場合の

クリープひずみが50％のときよりもむしろ100％の時に励起すること、等から、

引張クリープにSeepage理論は適用できないとしている。さらに、　Cookは、コン

クリート内部の微細ひび割れの発生および水分の吸着による微細ひび割れの進展

を引張クリープのメカニズムとして提案している。

　田中ら2－27）は、コンクリートの引張クリープのメカニズムを実験的に検討する

ことを目的に、引張持続応力を作用させたコンクリートのAE（アコースティッ

クエミッション）カウント数の測定を行っている。その結果、引張クリープにお

いては、載荷応力／強度比が0．3と比較的小さい場合でもAEが測定され、載荷応

力／強度比が大きくなるとAEカウント累積数も大きく増加することを見出した。

この結果から、引張クリープひずみのメカニズムにはコンクリート内部の微細ひ

び割れの発生が大きく関与し、しかも、載荷応力／強度比が高くなる程、微細ひ

び割れによって生じる割合が高くなるとしている。

　森本ら2－28）は、コンクリートの圧縮および引張リラクセーション試験において

AEカウント数を測定している。その結果、圧縮リラクセーション試験では、載

荷初期からのAEが測定されなくなっても引き続いて緩慢な応力緩和が進行する

のに対して、引張リラクセーション試験の場合、載荷初期のAEが測定されなく

なるのとほぼ同時に応力緩和がほとんど終了することを報告している。さらに、

この結果から、引張リラクセーションの支配的要因は微細ひび割れの発生および

進展であると結論づけている。

　引張クリープのメカニズムに関する研究は、その数が少なく成果も限られた範

囲ではあるが、総合的に考察すると、圧縮クリープの説明に有力視されている

Seepage理論は引張クリープへの適用に関して疑問があること、微細ひび割れの

発生および進展によるものが引張クリープの大きな要因になっていると考えられ

ていること、などが明らかになったといえる。
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　2．4　引張クリープの予測に関する既往の研究

　引張クリープの予測に関する研究は、未だ実験結果が少なく、圧縮クリープほ

どには明確な定量化にはいたっていないのが現状である2－29）。そのような中でわ

ずかではあるが、限られた条件下での引張クリープの予測式として以下のような

ものが提案されている。

　池永ら2－30）・2・31）は、引張．クリープの実験結果を基に、圧縮クリープや乾燥収縮

に関する既往の予測式を参考にして、コンクリートの引張クリープ係数に影響す

る要因を、材齢、配合、環境湿度、部材の形状寸法および載荷時の硬化の度合い

とし、これらを組み入れた引張クリープ係数の予測式を提案している。その適用

範囲は、水セメント比0．375～0．5、載荷時材齢7日以降、温度20℃、湿度60～90

％である。

普通ボルトランドセメントの場合

　　0ヨ5∫
φ∈
　0．45＋0．16τ

｛30・10－3（W／C－0・34）C＋0£6｝5／y｛（玉00－H）（0訂1・g’。＋1）｝
（2．1）

早強ボルトランドセメントの場合

庇一α4；…：16、｛Z7・1ピ（W／C一α34）C＋α84｝5／γ｛（1・・－H）（・511・g句＋1）｝（2・2）

ここに、吻：引張クリープ係数

　　　W／C：水セメント比

　　　　C：単位セメント量（kg／m3）

　　　　H：大気中の相対湿度（％）

　　　5／V：部材の表面積／体積比

　　　　τo：載荷時材齢（日）

　柿崎2・32）は、川砂利コンクリートと人工軽量骨材コンクリートを用いて、載荷

時材齢および載荷までの供試体の養生条件（気中、水中）を要因に採った引張ク

リープ試験を行い、引張クリープ係数の予測式として、双曲線式で示される次の

式を提案している。その適用範囲は、水セメント比0．575～0．68、載荷時材齢7

～28日、温度20℃、湿度40～50％である。

川砂利コンクリートの場合
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　　　τφ，＝

　15．33＋0．43τ

（2．3）

2種（A）軽量コンクリートの場合

　　　τφ、＝

　10．72＋0．45τ

（2．4）

2種（B）軽量コンクリートの場合

　　　『φ，＝

　7．25＋0．45τ

（2．5）

　池永ら2－30）・2－31）、柿崎2－32）の予測式は、いずれも引張クリープ試験を行って、

得られたクリープ係数等のデータと配合や環境等の実験条件との関係を現象論的

に取扱ったものである。このような手法を用いた場合、予測対象の条件が実験の

範囲であれば、実用的な予測結果を得ることができるが、条件が実験範囲外の場

合には、その適用性は不明となる。このような引張クリープ予測式を広範囲にわ

たって適用していくためには、今後のさらなる実験データの積重ねが必要となる。

　一方、粘弾性理論に基づいた引張クリープ構成式を構築する試みも行われてい

る。

　西林2－14）は、コンクリートのクリープ機構を、骨材とセメントペーストによっ

て形成される骨格構造の遅延弾性、局部破壊によって生じる永久変形、圧力によ

る自由水の流出効果（Seepage効果）の3つであるとし、これらの効果を3つの

要素で表現した粘弾性モデルを構築し、普通および軽量コンクリートに対するク

リープ構成式を示している。

　梅原ら2－16）・2－」7）は、材齢1日で圧縮応力を載荷し、続いて材齢3日から引張

持続応力を作用させた実験の結果から、粘弾性モデルを用いて若材齢コンクリー

トに対して以下の引張クリープ構成式を構築している。

／、一Ψ，（σ＿）φ，（τ）ξ（・）｛2・874（1－・◇8°’り＋α813（1イ4’38∫）＋砲68｝・10咋 （2．6）

ここに、ψ，（σm、。）：圧縮履歴応力の影響を表す係数

　　　　　　　　　　（＝・＝0．0▲7σmax十〇．70］）

　　　　〆，ぽ）：温度の影響を表す係数（＝0．0257T＋0．487）

　　　　ξ1（τ）：圧縮応力履歴期間の大きさを表す係数

　　　　　　　　　（＝－1．107109τ　十1．538）
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　この構成式は5要素粘弾性モデルにより構築されている。それぞれの要素のも

つ物理的な意味は不明確であるが、この構成式には圧縮応力の履歴や温度の影響

を考慮できる形になっており、ひび割れ照査に用いるクリープ構成式としては一

歩進んだ研究であるといえる。

　西林2－14）および梅原ら246）・2－17）の研究はいずれも粘弾性理論に基づいたもの

である。この理論に基づいてモデル化を行えばクリープ解析の際に取扱いが便利

になるという利点がある。しかし、粘弾性モデルは、前節で述べたように、時間

依存性変形を巨視的にバネとダッシュポットによって数学的に表現したものであ

り、物理的なメカニズムに基づいたものではない。粘弾性モデルにおける材料定

数の決定は、実験条件ごとに引張クリープ試験の結果から求められる。配合、載

荷時材齢、温度および湿度等の環境条件に対する応答は、その都度実験により決

定する必要があり、条件が実験範囲外となった場合のモデルの適用性は不明とな

る。この点に関しては、池永ら2－30）・2－31）および柿崎2・32）が示した引張クリープの

実験データそのものから数学的に予測式を構築する場合と本質的には変わらない

ことになる。

　ところで、実際の構造物は、複雑に変化する環境条件にさらされることになり、

構造物の引張クリープも複雑な挙動を示すと考えられる。一方、現在議論されて

いる性能照査規定に基づく設計法においては、時間とともに変化する構造物の挙

動をより正確に把握することが求められる。このような設計法にひび割れの発生

照査という問題をあてはめた場合、複雑な環境条件下の引張クリープをより正確

に予測する必要がある。限られた範囲の実験データに立脚した現象論に基づく予

測式や巨視的なモデルに基づいた粘弾性理論では、複雑に変化する環境条件下で

の引張クリープの予測を正確に行うことは困難である。このような要求を満足さ

せるためには、微視的かつ物理的なメカニズムに立脚した予測手法を開発する必

要があると考えられる。

　最近、圧縮クリープに対してではあるが、微視的なメカニズムに基づいて、汎

用的なクリープ予測モデルを構築しようという試みも行われている。

　Powers2－33）はSeepage理論を熱力学的な観点から記述する試みを行っている。

すなわち、セメントペーストの微視的構造の研究を出発点とし、セメントゲル空

隙中の毛管水、吸着水および水蒸気等の熱力学的平衡を検討し、乾燥収縮やクリー

プにおけるSeepage効果の理論的説明を行っている。

　Bazantら2・34）・2－35）・2－36）・2’37）は、さらにこの考え方を進め、ゲル空隙中への水

の吸着による固相の表面張力の変化と水分の拡散を連成させ、内部応力の釣合い

を検討することにより、養生条件、材齢、環境の湿度および温度等を考慮した構

成式を導いている。以下に導かれた構成式を示す。
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」（ω＝⊥＋血（プ　÷α　　　　Eo　Eo）（・一〆ア÷脇ぬ）一脇（嘱）

ここに、」（ちτ’）：単位応力あたりの圧縮クリープひずみ

　　　　　　プ：載荷時材齢

　　　　　Eo・〆至・α、m、η：材料定数

（2．7）

　式中の第3項は、乾燥によるクリープの増加を、第4項は乾燥後のクリープの

減少を表す項であり、環境の湿度、乾燥開始時のコンクリート含水率、部材寸法

および温度等きわめて多くの要因の影響を考慮して求められる。式中の材料定数

は、典型的な圧縮クリープ試験の結果から逆解析によって決定される。この手法

は、実用性に関する検証が今後必要になると考えられるが、配合、作用応力、環

境条件が多岐にわたる場合にも高精度な圧縮クリープ予測が行える可能性は十分

あると考えられる。

　一方、引張クリープに関しては、Bazantらのような微視的メカニズムに立脚し

た予測手法の構築は試みられていない。現在のコンクリート構造物の設計に対し

ては現象論に立脚したクリープ構成則があれば十分であるが、前述したように、

性能照査規定に基づく設計法においては、様々な条件の変化に適用できる高精度

な予測手法の開発が要望されるものと考えられる。

　本研究は、まさにこの領域、すなわち、微視的メカニズムに立脚した引張クリー

プ予測手法を構築することを目的としたものである。そのメカニズムとしては、

本章で概観した既往の研究成果を踏まえ、Cookら2－25）・2－26）、田中ら2－27）、森本

ら2－28）が提唱しているコンクリート中の微細ひび割れの時間に伴う進展による変

形に着目して、引張クリープひずみの定量化を検討することにする。
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　2．5　まとめ

　本章では、引張クリープに関する既往の研究成果を概観し、本研究の位置づけ

を明確にした。以下にそのまとめを述べる。

　従来から、構造物の設計においては、コンクリートのクリープは応力に比例し、

圧縮においても引張においてもその比例定数は等しいというDavis－Glanvilleの

法則を受け入れていたが、ほとんどの実験的な研究においてこの法則は成立せず、

引張クリープと圧縮クリープとの間に相違が見られることが明らかになった。さ

らにメカニズムに関する研究では、圧縮クリープにおいて有力視されている

Seepage理論を引張クリープに適用することに疑問があることが複数の研究者か

ら提示されている。さらに、これに代る、引張クリープのメカニズムとして微細

ひび割れの発生および進展による変形が提唱されている。しかしながら、引張ク

リープの予測手法は現象論に基づいた研究が中心で、メカニズムに立脚した予測

手法の構築が未だ試みられていない状況も明らかになった。

　以上のような状況を踏まえ、本研究では、より適用範囲が広く高精度であるこ

とを念頭において、微視的メカニズムとして微細ひび割れの挙動に着目した引張

クリープ予測手法の構築を試みることにした。
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第3章　引張持続応力がコンクリートの空隙構造に及ぼす影響

3．1　概説

　コンクリートはセメントペーストおよび骨材からなる複合材料である。さらに、

微視的な観点からいえば、セメントペースト中およびセメントペーストと骨材の

界面領域には多くの空隙が存在する多孔質材料であるといえる3－1）。多孔質材料

にはコンクリートの他に、陶磁器、多孔質ガラス、スポンジやラバーフォームに

代表されるような高分子多孔質材料などがあるが、コンクリートはこれらの多孔

質材料と違って、コンクリートが型枠から脱型され荷重が分担されるようになっ

てもなお、空隙構造が形成途中であることが多い。すなわち、コンクリートは時

間とともに空隙構造が変化している多孔質材料であるといえる。コンクリートが

持つマクロな材料物性値、すなわち、強度、ヤング係数およびクリープ特性等、

さらに透水性や透気性はこの時間とともに変化する空隙構造に依存するといって

も過言ではない3－2）・3－3）。コンクリートの強度やヤング係数が材齢、温度や湿度

の履歴等により変化するのはこの空隙構造の形成過程の相違によるものであると

考えられている3・4）。

　コンクリートの引張クリープを微視的メカニズムの観点から予測するというこ

とは、上述した材齢や環境条件さらには引張持続応力が作用した場合の空隙構造

に現れる変化を観察し、適当なモデルを用いて物理的あるいは力学的に現象を記

述することに他ならない。すなわち、具体的には微小なひび割れの発生の起点と

成りうる微小な空隙の分布、時間的変化の観察を出発点として、引張持続応力の

作用によりどの程度の空隙径領域に微細ひび割れが発生し、これがどのような進

展挙動を示すかを観察し、モデル化することが必要になる。しかしながら、これ

らに関する具体的アプローチは既往の研究を概観した範囲では皆無である。

　そこで、本章では引張持続応力を受けたコンクリート中の空隙構造の変化を観

察し、モデル化に関する基礎的資料を得ることを目的に実験的研究を行った結果

について述べる。すなわち、載荷応力を要因に採った一定持続応力引張クリープ

試験を行い、クリープひずみを測定するとともに、載荷供試体と無載荷供試体の

空隙構造を水銀圧入式ポロシメータを用いて測定した。さらに、空隙構造の変化

と引張クリープひずみとの関係を統計的手法を用いて考察した。
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3．2　コンクリートの空隙構造とその観察手法

　コンクリートの空隙構造の測定方法にはN2吸着法、水銀圧入法、光学顕微鏡

法およびX線CT法等がある。これらの測定法は、適用できる空隙寸法の範囲が概

ね決まっているので、着目する空隙寸法の範囲に応じて使い分ける必要がある。

　図一3．1にMehta3－5）による空隙の分類を示す。その分類によれば、硬化コンク

リート中の空隙は大きなものから順に、エントラップトエア、エントレインドエ

ァ、毛細管空隙およびゲル空隙に分けられる。エントラップトエアは練混ぜによっ

て巻込まれた空気が粗大な空気泡を形成するもので、大きさは数mm程度、形状

はひずんだ楕円形である。エントレインドエアはAE剤によって連行された微細

な空気泡で、大きさは数10μm～数100μm、形状はほぼ球状で、セメントペー

スト中に独立に存在する。毛細管空隙は未水和セメント鉱物間、水和生成物間お

よび骨材周辺に広く分布する水隙で、寸法は数nm～数μm、形状は長短軸比の大

きな亀裂状の形状を示す。ゲル空隙はC－S－H結晶内に生成される微小な水隙で、

Powers3－6）によるとその寸法は2nm以下といわれている。

　表一3．1に空隙径とそれに対応する測定法の組合せの一覧3・7）を示す。

　N2吸着法3－8）は、毛細管凝集理論に基づき吸着等温線より空隙分布を測定する

手法である。この方法は空隙分布を多分子吸着を考慮して計算するもので、直径

30nm以上の空隙はないと仮定されている。従って、　N2吸着法は比較的小径の空

隙、すなわちゲル空隙の分布の測定に適用される。

　水銀圧入法3－9）は、空隙の形状を円筒形とした時の細孔直径∂と圧入圧ρの関係

が次のWashburn式によって示されるとし、圧入圧を変化させた場合の圧入圧と

圧入量との関係（圧入曲線）から細孔直径分布を求めるものである。

　　　COSθ
4＝－4γ一

（3．1）

ここに、γ　水銀の表面張力（＝0．483N／mm2）

　　　　〃　水銀の接触角（＝130～140°）

　この方法は数nm～数100μmのきわめて広い範囲の細孔直径の測定が可能であ

り、かつ、比較的簡便で測定精度も高いため広く用いられている。

　光学顕微鏡法3－lo）は、研磨した試料表面上の気泡に判別のためAl203粉末と流

動パラフィンで混練したペーストを充てんし写真撮影を行う。この写真を画像処

理装置に入力して気泡の直径および数をコンピュータにより解析する方法である。

この方法によって測定される空隙の範囲は、分解能の制約から直径数10μm以上

の空隙となる。
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　X線CT法3－」1）は産業用X線CTを用い、試料に高エネルギーX線を照射し、透過

したX線を検出器で検出するものである。得られたデータはコンピュータで処理

され、各ポイントのX線吸収係数を、水を0、空気を一1000としたCT値に変換し、

CRT上に濃淡表示するものである。この方法による空隙の測定範囲は1mm以上の

かなり大きなものに限られる。

　一方、微視的破壊規準としてのGriff西の理論3－12）によると、引張応力が作用

した際に、微細ひび割れの起点となりやすいのは欠陥寸法の大きな空隙である。

この観点からいえば、微細ひび割れの起点となりやすいのは比較的大径の毛細管

空隙あるいは大径の気泡であると予想される。このようなことから、本研究では、

毛細管空隙から気泡まで広い範囲の測定が行える水銀圧入法によって空隙構造の

変化を観察することにした。

ノレシウム等の六角結水酸化力

gexagonal　crystals　of

盾秩@bw　su酵ate　in　ceme賊

Ca（OH）2

@paste

エントラップトエア

iEntrapped　air　void）エントレイジドエア

C－S－Hゲル窪隙 （Entrained　a汀bubbles）

細管空
、lnterpanic｜es

唐垂≠モ奄獅〟@between

b－S－Hsheets

（Caρillary　voids）
〉 結作用の最大気泡。隔

唐垂≠モ奄qg　of　e耐ained　air

@　　　　　to　frost　action
一｛

Max．

?盾秩@durab服y塒身

C－S－H粒子の集合体

iAggregation　of　C－S－H　particles）

0．00丁μm　　α01μm

lnm　　　　　10nm
0・］μm　　1μm　　　10μm　　100μm
100nm　　1000nm　　104nm　　10㌔m

　　　図一3．1　空隙の分類3－5＞

　表一3．1　空隙直径と測定法3－7）

1mm
　610nm

丁Ornm
1◎7nm

空隙の種類 空隙径の範囲 測定方法
試料条件および

ﾁ記事項
分解能、

ｪ定領域

水隙 儒　傍　　・ ・　一　　… ・　　・　　．　” ．　　・　　・　一 一芦

・ゲル空隙 N2ガス吸着 D一乾燥試料、 1～40㎜
脱着法 微細空隙の測定

が可能

・毛細管空隙 水銀圧入法 D一乾燥試料 3～300μm
広範囲の径の空

隙の測定が可能

気泡 ◆鰺 ●　●　●　・ 治　．　　・　　・

・小径エントラップトエア 光学顕微鏡 研磨面の観察 ＞1μm
（AE剤にはエントレインド 法

エアを含む）

・大径エントラップトエア X線CT法 非破壊分析、任 ＞0．3mm

意の断面の観察

が可能

1㎜　10　1◎Olμm玉O　lOO　lmm　lO
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3．3　実験概要

3．3．1　実験計画

　実験要因および供試体名の表記方法を表一3．2に示す。載荷時材齢は，すべて

3日とした。このように比較的若材齢からの載荷とした理由は、若材齢から長期

材齢に至るより高精度の予測手法を開発の目標としており、微細構造の変化が著

しいと考えられる3日程度からの実験を行うのが現象をとらえるのに最も適当で

あると考えたこと、および、引張クリープが工学的に重要となるのはマスコンク

リートの温度ひび割れの予測や収縮ひび割れの予測等、比較的若材齢における作

用応力によるひび割れの発生が問題となる、等からである。ここで、載荷応力を

実験要因にとり、0．45、0．8、1．2および1．6N／rnm2の4水準とした。

3．3．2　使用材料およびコンクリートの示方配合

　セメントは宇部興産社製の普通ボルトランドセメントを使用した。粗骨材には

砕石を、細骨材には細砂と陸砂を土木学会の標準粒度範囲に入るように調整した

混合砂を使用した。これらの物理的性質を表一3．3および表一3．4に示す。

　コンクリートの配合条件は、水セメント比0．5、スランプ8cmで、土木分野で

一般的に用いられるコンクリートとした。試験練りによって決定したこのコンク

リートの示方配合を表一3．5に示す。

3．3．3　供試体の作製

　本実験は、載荷材齢3日という比較的若材齢からのコンクリートの引張クリー

プと微細構造の変化との関係をとらえることに主眼を置いている。そのため、バッ

チ間のコンクリートの強度発現性状等のばらつきが大きくなるのは好ましくない。

そこで、表乾状態の骨材を注意深く作製するとともに、コンクリートの練上り温

度を極カー定とするために、表乾状態にした骨材や練混ぜ水は3日程度前から恒

温恒湿室に保管した。練混ぜにあたっては必ず試し練りを行い、スランプ、温度

および空気量を測定し、必要に応じて練混ぜ水に温水を使う、あるいは氷を投入

するなどの措置をとった。

　コンクリートの練混ぜは、パン型強制練りミキサ（容量1000）を用いて行い、

1回の練混ぜ量は750とした。材料の投入は粗骨材の1／2、セメントと細骨材、

粗骨材の1／2の順に行い、60秒間の空練りの後に注水し、120秒間練り混ぜた。

練り上がったコンクリートは、十分に練返した後、スランプ、空気量および温度

の測定を行った。

　引張クリープ試験に用いる供試体は10×10×40cmの角柱供試体とし、1実験

要因につき3本作製した。また、収縮測定用のコントロール供試体もクリープ試
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表一3．2　実験計画

載荷

ﾞ齢
i日）

載荷

棊ﾍ
iN／m㎡）

応力

ｭ度比
載荷

匇ﾔ
i日）

温度

i℃）

湿度

i％）

0．45 0．19

0．8 0．29

3

1．2 052
0，7．28 20 　100

iシール

1．6 0．63

N－50－3－0．8

表一3．3　セメントの物理的性質

比重 粉末度

icm2／9）

凝結時間

i時間一分） 安定性

圧縮強さ

iN／㎜2）

始発 終結 3日 7日 28日

3．15 3150 2－35 2－40
良 12．7 23．5 42．3

表一3．4　骨材の物理的性質

細骨材 粗骨材

比重 F．M． 吸水率
i％）

最大寸法

imm）

比重 EM． 実積率

i％）

2．67 2．79 1．4 20 2．69 6．51 58！7

表一3．5　コンクリートの示方配合

セメ

塔g

空気
ﾊ
（
％
）

W／C s／a

i％）

単位量（kg／m3） AE減
?ﾜ
b×％

Gmax

i㎜）

スラ

塔v
icm） W C S G

普通 20 8±1 45± 0．50 445 157 314 821 1◎41 0．25

一25一



験に用いたのと同形状寸法とし、1実験要因あたり3本作製した。図一3．2に角

柱供試体の詳細を示す。強度測定用円柱供試体（φ10×20cm）は1実験要因に

つき18本作製し、圧縮強度、圧縮ヤング係数および割裂引張強度を測定した。型

枠への打込みは2層に分けて行い、各層を突き棒により締め固めた。突き数は、

角柱供試体の場合には各層25回、円柱供試体の場合は12回とした。さらに、こ

れらの供試体はテーブルバイブレータによる振動締固めを30秒間行った後、20

±2℃、R、H．95±3％の恒温恒湿室中で養生した。その際、表面からの水分の蒸

発を防ぐために供試体表面にポリエチレンラップを施した。脱型は打設翌日行い、

脱型後直ちに恒温恒湿室内で水中養生した。引張クリープ試験およびコントロー

ル用に用いる角柱供試体は載荷前日（材齢2日）に水中から引き上げ、表面の余

分な水分をウェスで軽く拭き取り、直ちにアルミ粘着テープで表面をシールした。

その後、引張クリープ試験に用いる供試体は端面をサンドペーパーで細骨材が見

えるまで磨き、水中硬化型エポキシ系接着剤（アルファ工業社製）を用いて載荷

用治具に接着した。シールした供試体はクリープ試験開始まで恒温恒湿室中で保

存した。

3．3．4　実験方法

（1）引張クリープ試験

　試験装置には荷重の減退がない利点を考慮してレバー重錐式試験機を3台使用

した。図一3．3に試験装置の概略を示す。載荷荷重には約0．2kN／枚の分銅を用い

た。この分銅には予め番号をつけ、この番号順に載荷した。番号順に載荷した場

合の3台の試験機のてこ比の詳細を表一3．6に示す。

　引張クリープ試験は20±2℃、R．H．95±3％の恒温恒湿室で行った。ひずみの

測定は基長10in、検長1／1000mmのホイットモア型ひずみ計を用いて行った。測

定間隔は、載荷前後のひずみ差から弾性ひずみを測定したのち、載荷期間3日ま

では12時間ごとに、その後、所定の載荷期間までは24時間ごとに行い、無載荷

のコントロール用供試体のひずみも同時に測定した。なお、所定の載荷期間は0、

7および28日で、引張クリープ試験供試体3体のうち各載荷期間で1本つつ除荷

を行った。この場合、載荷期間0日とは載荷直後に除荷を行うものである。また、

圧縮強度、圧縮ヤング係数および割裂引張強度試験は引張クリープ試験の除荷に

合わせて行った。除荷を行った供試体および同じ環境条件においたコントロール

供試体から、ただちに細孔直径分布測定用の試料を採取した。
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図一3．3　引張クリープ試験装置

　表一3．6試験機のてこ比

試験機No． 1 2 3

てこ比 1：9．42 1：9．50 1：9．02
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（2）水銀圧入法による細孔直径分布の測定

　図一3．4に試料の採取位置を示す。細孔径分布測定用の試料はひずみ測定用プ

ラグより中心側の中央部2箇所から採取した。採取した試料は粉砕し、そのうち

の2．5～5．Olnmのものをふるい分けた後、直ちにアセトン中に浸漬して水和を停

止させた。この試料は48時間のD一乾燥（水蒸気圧5×10－4mmHg下での乾燥）を

行った後、測定まで真空デシケータ内に保存した。細孔径分布の測定は、Auto

Pore　9200（島津製作所製）を用いて行った。図一3、5に測定装置の概観を示す。

試料は、骨材部分を注意深く除いてモルタル部分のみを採取し、玉5cc大型セルを

用いて測定した。水銀の注入および圧力の制御はコンピュータによる自動制御で

行った。測定は、2箇所から採取した試料に対して1回つつ行い、その平均値を

その供試体の測定値として採用した。
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3．4　結果および考察

3．4．1　引張クリープ試験結果

　表一3．7に、フレッシュおよび硬化コンクリートの試験結果を示す。

　図一3．6に引張クリープひずみを算定するための概念図3－13）を示す。引張方向

を正とすると、引張クリープひずみは厳密には式（3．2）に示すように測定され

たひずみから収縮ひずみおよび材齢とともに変化する弾性ひずみを差し引くこと

により求められる。すなわち、

ε。，，一，・＝ε。，日・一ε，，，一〆　ε。，， （3．2）

ここに、ε。，、一，’；材齢〆に載荷された供試体の材齢tにおける引張クリー

　　　　　　　　プひずみ（×10－6）

　　　　ε。，、パ；材齢”に載荷された供試体の材齢tにおける測定され

　　　　　　　　る全ひずみ（×10－6）

　　　　ε、，臼’；材齢f’に載荷された供試体と同じ環境条件に置いた

　　　　　　　　無載荷供試体の材齢tにおけるひずみ（×10－6）

　　　　　ε，，、；材齢τ日における弾性ひずみ（×10－6）

　材齢τ日における弾性ひずみε。βは、本来は各材齢毎に別々の供試体を用いて

載荷応力までのひずみを測定するべきである。しかし、実験が非常に大がかりに

なる上に煩雑になるため、本研究においては、引張クリープひずみを算定する場

合の弾性ひずみには、近似的に試験材齢3、10、31日のヤング係数の測定結果を

1試験要因毎に材齢8で双曲線近似し、材齢τの関数として与えたものから算定す

ることにした。

　図一3．7に載荷期間’一ガと引張クリープひずみとの関係を示す。また、表一3．8

に載荷期間τ一∂と引張クリープひずみとの関係式に指数関数式（3．4）を適用した

場合の実験定数の回帰計算結果を示す。この式は阪田ら3－14）が圧縮クリープに適

用している回帰モデルを参考にしたものである。

己（・イ）＝A｛1－・xp【B（・一〆）c｝ （3．4）

ここに、ε、（f一め；引張クリープひずみ（×10－6）

　　　　　　　r；材齢（日）

　　　　　　　ピ；載荷時材齢（日）

　　　A、B、　C；実験定数
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表一3．7　コンクリートの試験結果

実験要因名

スラ

塔v
icm）

空気量

i％）

温度

i℃）

試験

ﾞ齢
i日）

圧縮強度

i酬mm2）

圧縮ヤン

@グ係数
i“／mm2）

割裂引張

@強度
iN／mm2）

3 23．7 25．5 2．34

N－50－3－0．45 85 35 20．5 10 一 一 2．87

31 ｝ ｝ 一

3 24．6 30．1 2．73

N－50－3－0．8 6．0 35 25．0 10 35．5 33．5 3．17

31 46．9 35．4 3．39

3 21．1 24．9 2．31

N－50－3－L2 115 3．8 20．0 10 35．0 34．8 3．00

31 44．4 38．1 3．61

3 23．7 26．9 254

N－50－3－L6 7．5 4．0 19．◎ 10 3L3 32．2 2．62

31 435 36．2 3．54

心
も
治
墨
使
　
一

　
　
　
　
　
　
　
　
寸

　
　
　
心
㌔
治
製
慧
歯
挺
窩

　　　輪輪、“芦子子
も令匂も零」鴫』鬼

弾性ひずみ
　　・昂）瓦＿

　　クリープ載荷供試体か

／ら測定されるひずみ
　　εα，’一〆

載荷期間

無載荷供試体から

測定されるひずみ

図一3．6　引張クリープひずみの模式図3－13）
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30

実験定数
実験要因名

A β c
相関係数

N－50－3－0．45 46．6 一〇．954 0．67 0，994

N－50－3－0．8 667．3 一〇．062 0．25 0，973

N－50・・34．2 3356．1 一〇．014 0．37 0，980

N－50－3－L6 466．9 一〇．136 α51 0，998

ε，（’一’1）－A｛1－eXPIB（τ一τ‘）CD
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　図一3．7より、載荷応力が大きくなるに従って引張クリープひずみは大きくなっ

ていることがわかる。

　図一3．8に載荷応力と引張クリープひずみとの関係を示す。図中の引張クリー

プひずみのプロット点は表一3．8の回帰式にノー”＝3、7、28日を代入することに

よって得られたひずみである。図一3．8より、載荷期間3、7、28日いずれの場合

においても、載荷応力と引張クリープひずみとの関係は下に凸となる緩やかな曲

線状となっている。このことは、載荷応力と引張クリープひずみとの関係が単純

な比例関係では表せないことを示している。一般のクリープ解析では、載荷応力

とクリープひずみが比例関係にあることが仮定されており、クリープ係数という

概念はこれを前提として導入されたものである。これらの事実は、合理的でより

正確な引張クリープ解析を行う場合には、応力と引張クリープひずみとの間に比

例関係が成立することを仮定したクリープ係数による方法が適用できないことを

示している。

　載荷応力と引張クリープひずみとの比例関係については従来から多くの議論が

ある。Cookら3－15）は引張クリープの場合、載荷応力／強度比が0．25～0．67の範

囲では載荷応力と引張クリープひずみとの間に比例関係が成立するとしている。

mston3－16）は載荷応力／強度比0．5までは引張クリープひずみは載荷応力に比例

するが、これ以上になると比例しないと述べている。～方、」．Glucklich3－17）は

普通骨材を用いたコンクリートにおいて、載荷応力／強度比が0．2～0．58の範囲

では載荷応力と引張クリープひずみとの間に比例関係が認められないことを報告

している。図一3．9にこれら研究者および本研究における載荷応力／強度比と引

張クリープひずみとの関係を示す。このように、研究者間でも載荷応力と引張ク

リープひずみとの間に比例関係が成立するか否かに関する意見は分れている。

　これに対し、綾野3一茎8）は圧縮クリープにおいて、載荷応力／強度比を0．1間隔

で0．1～0．5まで変化させた実験を行っている。その結果、一般に比例関係が成立

するといわれている載荷応力／強度比0．4以下の領域においても厳密には比例関

係が成立しないことを示し、さらにこの非線形性を金属材料で用いられている非

線形クリープ則に若干の修正を加えた適用式を用いることによって表現できるこ

とを示している。

　本研究では、載荷応力／強度比が0．19～0．63の範囲で4水準の実験結果から、

載荷応力とクリープひずみとの間に比例関係を仮定できないことを示した。この

ことは、引張クリープにおいても、載荷応力とクリープひずみとの関係に非線形

性を考慮した予測手法およびクリープ解析手法を開発、構築する必要があること

を示唆している。
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3．4．2　細孔直径分布

　図一3．10～図一3．12に材齢3日、10日および31日における無載荷供試体の細

孔直径分布の測定結果例を示す。ここで、水銀圧入式ポロシメータにより測定さ

れた細孔直径分布は、図一3．13に示すような分布の形状的特徴によって以下のよ

うな範囲に分ける。

　①0．005μm程度に細孔容積のピークが存在する0．003～0．01μmの範囲

　②0．03～0．07μm程度にピークを持つ0．01～0．1μmの範囲

　③分布形状がなだらかになり細孔容積が消失する0．1～5μm程度の範囲

　④再び細孔容積が増加する5μm以上の範囲

　図一3．14に各範囲の細孔容積の材齢に伴う変化を示す。図一3．10～図一3．12

および図一3．14より、材齢の経過に伴って0．003～0．01μmの細孔容積が増加す

るのに対して、0．01～0．1μmの細孔容積は減少し、さらにピークを示す細孔直

径が0．7μm程度から0．3μm程度まで小径化することがわかる。これは、水和の

進行によって細孔構造が小径化、緻密化している状況をとらえたものと考えられ

る。一方、0．1～5μm程度の領域は、材齢の経過に伴って、0．1μmに近い部分

は減少するが、載荷期間7日から28日までの変化は小さく、この範囲の細孔容積

の減少の程度は0．01～0．1μmの範囲における減少の程度と比較して緩やかであ

る。なお、5μm以上の範囲の細孔容積については材齢の経過に伴う目立った変

化はなかった。5μm以上の範囲は、一般にエントレインドエアが存在する範囲

であると考えられる。エンドレインドエアは、材齢によって変化するものではな

いため、5μm以上の範囲に材齢に伴う目立った変化がないのは当然の結果であ

るといえる。

　図一3．15～3．17に材齢3日（載荷直後）、10日（載荷期間7日）および3玉日

（載荷期間28日）における引張持続応力を作用させた載荷供試体の細孔直径分布

を示す。図中には、比較のために無載荷供試体における細孔直径分布も示してい

る。載荷供試体の細孔直径分布は、載荷直後では0．1μm以下の範囲において若

干ばらつきが見られるものの無載荷のものとほぼ同一の曲線上にあると判断され

るが、載荷期間7日および28日の場合には、0．1～5μmの範囲の細孔容積は、無

載荷の場合より大きくなる傾向にあった。

　図一3パ8に材齢と細孔容積との関係の一例を示す。0．1～5μmの細孔容積は、

載荷開始時には無載荷のものと大差ないが、載荷期間が経過するにつれて無載荷

のものより大きくなる傾向を示し、載荷期間28日（材齢31日）では、無載荷よ

り0．01ml／m1以上大きくなっていることがわかる。一方、他の範囲は、載荷供試

体の方が若干大きくなっているものもみられたが、いずれも無載荷供試体の細孔

容積と大差なかった。
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　図一3．玉9に載荷応力と細孔容積との関係を示す。◎．1～5μmの細孔容積は、載

荷応力の増加に伴って、著しく大きくなることがわかる。一方、他の範囲は、

0．01～0．1μm等で載荷供試体の方が若干大きくなっているものもみられたが、

いずれも無載荷供試体の細孔容積と大差なかった。

　これらのことより、引張持続応力の作用が、特に細孔直径0．1～5μmの範囲に

何らかの影響を与え、結果として細孔容積が増加するような現象が起きていると

いえる。内川ら3－19）によると、細孔直径0．▲～5μmの空隙は、一般に骨材まわり

の遷移帯に多く存在する毛細管空隙で、微細ひび割れ等の発生源と考えられると

している。また、田中ら3－20）は若材齢コンクリートの引張クリープ試験を行い、

載荷応力／強度比を増加させるとAEカウント数が増加し、微細ひび割れの発生

が多くなることを報告している。これらのことを総合的に評価すると、引張持続

応力が作用することによる細孔直径0．1～5μmの細孔容積の増加は、毛細管空隙

を起点とした微細ひび割れの発生と進展に起因するものであると判断される。

3．4．4　細孔容積の変化と引張クリープひずみとの関係

　細孔容積の変化と引張クリープひずみとの関係を詳細に検討することを目的に、

引張持続応力による細孔容積の増分∂V，を式（3．6）で定義し、相関分析3－2」）を行っ

た。

w＝覧，一陥，，－4％ （3．6）

ここに、vら，　t日間引張持続応力を作用させた供試体の、着目

　　　　　　　している範囲の細孔容積

　　　　V。，1　t日間同じ環境条件に置いた無載荷供試体の、着

　　　　　　　目している範囲の細孔容積

　　　　4γo　載荷直後の着目している範囲の細孔容積の増分

　図一3．20～図一3．24に引張クリープひずみと細孔容積の増分との関係を範囲

毎に示す。引張クリープひずみと細孔容積の増分との関係は、0．1～5μmの範囲

と5μm以下全ての範囲の場合は比較的良い線形関係があるといえるが、他の範

囲ではばらつきが大きく、明確な関係は認められなかった。

　表一3．9に相関行列3－21）を示す。相関係数は0．1～5μmの場合が0．979、5μm

以下の場合が0．860となり、これらの範囲の細孔容積の増分と引張クリープひず

みとは比較的良好な線形関係があるといえる。このうち、0．1～5μmの範囲は5

μm以下の範囲に含まれており、5μm以下の全細孔量の増分と引張クリープひず
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みの線形関係が良好であるのは、この中に含まれる0．1～5μmの増分と引張クリー

プひずみとの間に強い線形相関があるためであると考えられる。表一3．9より、

0．1～5μmと5μm以下の範囲の相互相関係数が0．925と大きく、このことを裏付

けている。すなわち、統計的には、0．1～5μmの範囲の細孔容積の増分と引張ク

リープひずみとを関連づけるのが最も有意であると考えられる。

　表一3．10に5μm以下および0．1～5μmの場合の分散分析結果を示す。本研究

で行った相関分析はデータ数が6と少ない条件であったが、0．1～5μmおよび5μ

m以下の場合のρ値は0．05より十分小さく、これらの範囲の細孔容積の増分と引

張クリープひずみとの線形関係は危険率5％で有意であるといえる。

　以上の結果を総合評価すると、本研究の範囲内では、載荷応力比0．19～0．63

における引張クリープひずみと、微細ひび割れの発生と進展によってもたらされ

ると考えられる0．1～5μmの細孔容積の増加との間には良好で線形的な相関関係

があると結論付けられる。

　この結果は重要な意味を含んでいる。すなわち、引張持続応力の作用によって、

微細ひび割れの進展と考えられる0．1～5μmの範囲の毛細管空隙の容積が増加す

るという微視的な現象と引張クリープひずみという巨視的な現象が統計上、線形

的な相関関係を持つということは、これら微視的現象と巨視的現象とを結び付け

る力学モデルに比較的取り扱いが簡便な線形理論を用いることによって、引張ク

リープひずみを記述できる可能性のあることを示唆している。そこで本研究では、

次章において、線形理論を用いた引張クリープひずみのモデル化を試みることに

する。

一43一



　　400

硲
旦
　　300さ

ωo

㌔200
む

1

＞　　100

鰹

品

　　　0
　　　－0．01　　　　　　　　0　　　　　　　　0．01　　　　　　　0．02

　　　　　　　細孔容積の増分dVt（ml／ml）

図一3．17細孔容積の増分と引張クリープひずみとの関係

　　400

¢
9
×　300
）。

　　200

む

1

＝、　100

品

　　　0
　　　・・0．01　　　　　　　　0　　　　　　　　0．01　　　　　　　0．02

　　　　　　　細孔容積の増分dVt（耐／mD

図一3．18細孔容積の増分と引張クリープひずみとの関係

5μm以上

翁

呼　　　　　　　　　　　：

@　　麟i

：

’評i

@幽i
麟

5μm以下

’A
｛ ｛　　　　幽

o

i鯵

舎・・㊨嚇工・・

i
鰯

…冬φ‘・・’

幽

一44一



400

ボ
e
　　300さ

ωo

ぶ　200

1

ゴ　100

鰹

品

0

0．1～5μm

　　　一〇．01　　　　　　　　0　　　　　　　　0．01　　　　　　　0．02

　　　　　　　1細孔容積の増分dv（myml）
　　　　　　　　　　　　　　　　　t

図一3．19細孔容積の増分と引張クリープひずみとの関係

　　400

市
孚
×　300
）。

ω

㌔200

1

）
　　100

墨
ひ

　　　0
　　　－0．01　　　　　　　　　0　　　　　　　　　0．01　　　　　　　　0．02

　　　　　　　細孔容積の増分dVt（ml／ml）

図一3．20細孔容積の増分と引張クリープひずみとの関係

iO．01～0．1μm

働

爵

’禽…一一一r

@　鱒

幽

麟

、

一45一



400

ぼ
9
×　30◎

三
暮2・・

ξ
よ
　　］00

階

品

o

o・嘩～o・o］娼

…
騒
：

．
霧

毒
…
鰍
，
略
、

　　一◎。01　　　　　　　　　0　　　　　　　　　◎．0了　　　　　　　　O◎2

　　　　　　　細孔容積の増分dVt（舗繍D

図一3．2］細孔容積の増分と引張クリープひずみとの関係

一46一



表一3．9　相関行列

クリープ

ﾐずみ
5μm
ﾈ下

5μm
ﾈ上

0．1～

T　m
α01～
O．1　m

0．003～

O．01　m
クリ～プ

ﾐずみ 1，000 0，860 0，224 0，979 一〇．044 0，050

5μm
A

0，860 1，000 0，158 0，925 0，061 0，255

5μm
ﾈ上

0，224 0，158 tOOO 0，158 0，613 一〇．329

0．1～

T　m
0，979 0，925 0，158 1，000 一〇．124 0，036

0．01～

O．1μm
一〇．044 0，06丁 0，613 一〇．12 tOOO 0，419

0．003～

O．01　m
0，050 0，255 一〇．329 0，036 0，419 1，000

表一3．10　分散分析結果

5μm以下

自由

x 平方和 平均平方 F値 P値

回帰分析 1 ］9723，955 19723，955 11，377 0．0280

残差 4 6934，924 1733，731

合計 5 26658，880

0．1～5μm

自由

x 平方和 平均平方 F値 P値

回帰分析 ］ 25528，115 25528，115 90，304 0．0007

残差 4 1130，764 282，691

合計 5 26658，880
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3．5　第3章の結論

　本章では、引張持続応力がコンクリートの微細構造に及ぼす影響を観察するこ

とを目的に、水セメント比0．5、スランプ8cmのコンクリートを対象に、載荷時

材齢を3日とした引張クリープ試験を行うとともに、水銀圧入式ポロシメータに

よる細孔径分布の測定を行った。

　その結果、以下のような結論が得られた。

（1）載荷応力比0．19～0．63の範囲では、載荷応力と引張クリープひずみと

　　の間には厳密には線形関係は成立しない。

（2）引張持続応力の作用により、コンクリートの微細構造は影響を受け，細

　　孔直径で0．1～5μmの範囲の細孔容積が増加する。

（3）AEカウンターを用いた既往の研究成果なども考慮に入れて総合的に判

　　断すると，引張持続応力の作用による細孔容積の増加は、比較的粗大な

　　毛細管空隙を起点とする微細ひび割れの発生と進展によるものと考えら

　　れる。

　さらに、細孔径分布の分布の形状的特徴により領域分けし、引張持続応力の作

用による各領域の細孔容積の増分と引張クリープひずみとの間で相関分析を行っ

た、

　その結果、以下のような結論が得られた。

（4）引張持続応力による0．1～5μmの範囲の細孔容積の増分と引張クリープ

　　ひずみとの間には統計的に良好な線形関係が認められる。

　このことより、細孔容積の増加、すなわち、微細ひび割れの発生および進展に

対して適当なモデル化を行うことによって何らかの線形理論により引張クリープ

ひずみが評価できるという結論に達し、次章でそれを試みることにする。
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第4章　コンクリートの引張クリープ予測モデルの構築

4．1概説

　本研究は、引張持続応力下の時間依存性ひずみ、すなわち、引張クリープひず

みを広範囲に予測できる手法を構築することを目的とするものである。

　予測手法の構築とは、ある条件のもとで、対象物に発生する現象を適切な方法

でモデル化し、入力条件による応答を数学的に表現することにほかならない。し

たがって、現象のモデル化に際しては、予測の対象となる現象をいかに細分化し

たレベルをモデル化の出発点とするかが重要となる。換言すると、モデル化の出

発点が予測対象とする現象に近いほど、つまり、モデル化の細分レベルが巨視的

なレベルであるほど平均的には高い予測精度を実現することが容易となるが、一

方で、適用範囲が狭くなる。逆に、より微視的なレベルよりモデル化を行えば、

適用範囲に優れた予測手法を構築することができると考えられる。

　表一4．1にWittman　4－Dによって導入された3つの構造レベルを示す。本研究で

目的とする、より適用範囲の広い予測手法の構築を行うためには、より微視的な

挙動に着目する必要があることから、ここでは、表中のメゾレベルのモデル化を

試みることとした。

表一4．1　Wittmanによる3つの構造レベル4－1）

構造レベル 特徴点 機　構 モデルのタイプ

ミクロ

imicro）

水和生成物、

｢水和粒子、

Lセロゲル

粒子変位、毛細管

｣力、分離圧、表
ﾊ自由エネルギー

材料科学モデル

?`構成法則

メゾ

imeSO）

空隙、ひび割れ、

諸ﾝ物

ひび割れ形成及び

L長、特異応力

材料工学モデル

^似線形構成法則

マクq
imacro）

疑似均質構造部材 見掛けの機構 構造工学モデル

�?`構成法則
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　第3章で、引張持続応力がコンクリートの微視的構造に与える影響を実験的に

検討4－2）した結果、引張持続応力が作用することによって、コンクリートの細孔

構造は影響を受け、比較的粗大な毛細管空隙の容積が増大することを明らかにし

た。さらに、その容積の増分と引張クリープひずみとの間には線形関係が存在す

ることも示した。このことは、細孔構造の変化に適切な線形理論を適用すること

によって引張クリープひずみを表現できる可能性があることを示している。第2

章で概観したように、引張クリープのメカニズムは、粗大な毛細管空隙を起点と

した微細ひび割れの発生および進展、セメントゲルの粘弾性挙動およびゲル空隙

から毛細管空隙への水分移動など様々な説が提唱されており、実際のメカニズム

は、これら微視的現象の集積の結：果であると考えられる。しかしながら、引張ク

リープひずみを予測するという工学的な目的における研究の方法論として、支配

的要因に着目することによって問題を単純化することができる。様々な微視的現

象どうしの連成はさらにこの研究を発展させた段階で行うこととして、本研究で

は、引張クリープの主たるメカニズムとして、毛細管空隙を起点とした微細ひび

割れの発生および進展を取り扱うことにした。

　このような前提のもとに、本章においては、コンクリートの細孔構造をモデル

化し、線形破壊力学に基づいて引張持続応力が作用した場合の微細ひび割れの進

展によるひずみ増分の数学的表現を検討する。さらに、速度論の概念を用いて微

細ひび割れ進展則の定式化を試みる。つまり引張クリープひずみの予測は、微細

ひび割れの進展則とひずみ増分の算定式を組み合わせることにより行われる。
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4．2　コンクリートの空隙構造のモデル化

　本研究においては、引張持続応力下の空隙を起点とした微細ひび割れの発生お

よび進展を取り扱う。したがって、モデルは空隙の形状寸法および空間的分布を

考慮したものでなければならない。さらに、コンクリートを対象とした場合、水

和に伴う空隙の変化および微細ひび割れの進展をも取り込んだ形にする必要があ

る。つまり、空隙の幾何学的モデルのみならずその時間的変化をモデル化するこ

とが要求されるわけである。しかし、幾何学的に、また時間的に複雑な変化を示

す空隙構造を忠実にモデル化することは現状ではきわめて困難である。従って、

以下のような仮定を設けた上で、第3章で得られた結果を踏まえて、できるだけ

数学的取扱いが簡単で単純なモデルを構築することにした。

（1）空隙構造は空間的に等方的である。

（2）空隙構造は空間的に均質である。

（3）水和の進行は時間の経過とともに空隙の数が減少することにより示され

　　る。

（4）コンクリート中に含水量勾配は存在しない。すなわち、含水状態に関し

　　ても等方的で均質である。

　このような仮定のもとに、コンクリートの空隙構造のモデル化として図一4．1

に示すような2次元板に空隙をモデル化したα1、α2およびα3の3種類の長軸半径

をもつ楕円状クラックがランダムな配向で分布している状態を考える。この2次

元板内における水和の進行に伴う楕円状クラックの減少、応力の作用によるある

長軸半径を持つ楕円状クラックからのひび割れの進展の平均的挙動の結果として

引張クリープひずみが観察されると考えたわけである。なお、3種類の楕円状ク

ラックは、第3章で行った引張持続応力下の細孔構造の挙動の観察の結果を参考

にして設けた。図一4．2にモデル化した領域の概念図を示す。α1は0．1μm以下の

毛細管空隙の代表的長軸半径、α2は引張持続応力の影響により細孔容積が増加す

る細孔直径0．1～5μmの毛細管空隙の代表的長軸半径、α3は細孔直径5μm以上の

材齢や引張持続応力の作用によって変化しないエントレインドエアと考えられる

空隙の代表的長軸半径をそれぞれ示している。なお、本論文においては添字匡

（＝1，2，3）は、細孔直径によって種類分けした空隙の領域を表すものとする（図

一4．2）。
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4．3引張持続応力下のクリープひずみ増分の定式化

4．3．1空隙の存在によるひずみ増分の定式化

　引張持続応力の作用によるコンクリートの時間依存変形、すなわち、引張クリー

プを毛細管空隙を起点とした微細ひび割れの発生および進展をメカニズムとして

定式化するための準備として、まず空隙が多数存在する場合の弾性体のひずみ増

分の定式化を検討する。

　図一4．1に示すモデルの特殊な場合として、図一4．2に示すように2次元板に分

布している空隙のモデルである楕円状クラックがすべてx軸に対してθの角度を

なしているとする。このとき、長軸半径α∫のクラックがρ∫個存在しているとする

（ゴ＝1，2，3）　。

　この2次元板に応力の（すなわち、の、の、行y）が作用するとき、クラッ

クと平行な面に作用する垂直応力ρおよびせん断応力4は式（4．1）で示される。

ρ＝σ．sin2θ＋σ，　C・s：θ一τηs垣2θ

4＝一σxsinθcosθ＋σy　sinθcosθ＋τηcos　2θ

（4．1）

　αi＝0の場合の応力σノによるひずみエネルギー密度をWo，∫、ひずみをεo，ノとし、

3種類の楕円状クラックの存在による増分をそれぞれ△W川、△ε」，」とする（i＝

L2，3）。すなわち、式（4．2）のように表示される。

卑，ノ＝％，ノ＋ムソ」

ε匡，ノ＝εo，ゴ÷△εc∫

（4．2）

ひずみエネルギー密度とエネルギー解放率ζξ，ノとの関係は、

　　　　　　　　　　　　　∂町・，ノ
　　　　　　　　　　　　　　　・ζξ，∫
　　　　　　　　　　　　　∂（2α，）

であるので、式（4．4）のようになる4－3）。

（4．3）

賑呪、＋ρ・rζ、、（2ゴ・・） （4．4）

　よって、領域匡に楕円状クラックが存在することによるひずみエネルギー密度

の増分は式（4．5）で示される。
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△賑ρ・rζ、、迦、） （4．5）

　したがって、3種類のクラックの存在によるひずみエネルギー密度の増分の総

和△Wjは、重ね合せの原理より、

　　　　　　　　　　　△鵬△鵬、＝玩㍍、（24α　　ξ）　　　（4・6）

　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　∫＝1

　いま、楕円状クラックどうしの相互干渉がないとすると、応力拡大係数K〃りお

よびK∬〃，ノは式（4．7）式で示される4－3）。

κ砺ヲ，属

κ卿＝4v万

（4．7）

エネルギー解放率と応力拡大係数との関係は式（4．8）で示される。

陥一磨￥　　　　（4・8）

ここにE’：平面ひずみの場合　E’＝E／（1一μ2）

　　　　　平面応力の場合　　E1＝E

　　　E：弾性体骨格構造のヤング係数

　　　〃：ボアソン比

　式（4．7）および式（4．8）を式（4．6）に代入することによって以下の式が得

られる。

　　ヨ　　　　　　ヨ　　　　　　　　　△w一Σ叫・・Σ莞ρ∫［五（ρ）〆＋921

　　∫＝l　　　　　i＝1

（4．9）

　ここに、∫1（ρ）は、ρ≧0で∫∫（ρ）＝1、p＜0で∫∬（ρ）＝0である（ただし、応力

の向きは引張を正としている）。

　倒、α2、α3の3種類の寸法をもつ欠陥の存在によるひずみの増分の総計△ε」は、

式（4．10）で示される牛4）。
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一ξ2摯レ（嘘＋9劃 （4．10）

　空隙のモデルである楕円状クラックの〃は図一4パに示すモデルのように分布

していると考えることができる。そこで、〃の分布関数を8（〃）とすると、こ

の二次元板の平均的なひずみの増加分△εノは次式により示される。

　　ヨ　　　　　　ヨ　だ
△⇔Σ△乙ゴーΣ∫玉8（θ）△・、、4θ

　　f＝1　　　　　∫＝1　2

　　　　一薬9（θ）剰万（峰匂是］4θ（　1）

4．3．2　微細ひび割れの進展に伴うひずみ増分の定式化

　前項においては、線形破壊力学の概念に基づいて、空隙をモデル化した楕円状

クラックが存在することによるひずみの増分（クラックのない状態からのひずみ

の増分）の定式化を試みた。ここでは、これまでの結果を応用して引張持続応力

が作用した場合の微細ひび割れの進展に伴うひずみの増分、すなわち、クリープ

によるひずみ増分の定式化を行う。

　クリープ変形は時間に依存する変形であり、本研究では時間とともに変化する

微細ひび割れの進展を取扱うことに特徴がある。この場合、微細ひび割れの進展

によるひずみの増分は、図一4．3に示すように各時系列毎に計算されることにな

る。そこで、式中で時間とともに変化するものについては時間の関数によって表

示することが必要になる。

　いま、材齢”で引張持続応力が導入された2次元板を考える。載荷期間τ一ピの

持続応力の作用によって、寸法α2の楕円状クラックがA2（τ一めという寸法まで進

展し、一方、寸法α1およびα3のの楕円状クラックには進展がなかったとする。こ

れは、第3章の空隙構造の観察の結果、引張持続応力が作用することによって、

細孔直径0．玉～5μmの領域（すなわち、領域戸2）に微細ひび割れの進展と考え

られる細孔容積の増加が観察され、他の領域にはほとんど変化が見られなかった

ことを表現するものである。この時、図一4．3に示すように、微細ひび割れが進

展することによるひずみの増分△ε。，ノ（τ一のは、3種類の楕円状クラックの組合

せがの、A2（τ一の、α3の寸法の場合のひずみ増分からの、α2、α3の寸法の組合せの

場合のひずみ増分△ερ，戊＠一めを差し引けば良いことになる。

　すなわち、式（4．11）より、
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ω

0

σy

o－／＼一＝ニノ＼　　　　　　　　　　　　　　　　△τc，y　　　　　　　　　　　△ερ，y
　骨格構造の弾性　空隙の存在に　空隙からの微

　ひずみ　　　　よるひずみの細ひび割れの
　　　　　　　　　増分　　　　　進展によるひ
　　　　　　　　　　　　　　　　ずみの増分

τ

ムερ，y

　　『1－’1

τ1－〆

△εCJ
　　τ2・〆

△τρw
　　τ2－〆

オ2－〆

引張クリープひずみ

△どc，y

　　’3・〆

△εμη3イ1

13－〆

A2（∫一〆）による

ひずみ増分

α2による

ひずみ増分

載荷期間（τ一〆）

図一4．3　微細ひび割れの進展に伴うひずみの増分
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△ξCノ（ヶ『）一・∫～8（θ）2π［ノ12（∫…プ▲ii…α22］｝ρ2（τ）［万（ρ）ρ音＋4是］4θ （4．12）

　式（4．12）が微細ひび割れ進展によるひずみ増加分の一般解である。図一4．1

に示すように複数の応力が同時に作用する場合には、式（4．12）をさらにので

偏微分することにより、コンプライアンスの増加分を求めることができる。

輌の＝♂墲ﾌ一曙三） （4．13）

　ひずみに関する重ね合せの原理が成立するから、ひずみの作用応力方向成分は

以下の式により与えられる。

　　　　　　　　　　　　△・μ（・一の一Σ△λ、、（・一〆）σた　　　　　　　　（4・14）

　　　　　　　　　　　　　　　　　え

　式（4．13）および式（4．14）は数値計算により実構造物のクリープ解析を行

う際に重要となる。

　しかし、本研究は一軸引張持続応力によるクリープひずみの汎用的予測手法を

開発することを目的とするため、作用する応力はσyのみで、y方向のひずみの増

分に着目することにする。

　いま、8の分布は完全にランダムであるとし、分布関数が8（θ）＝1／πな

る一様分布で表せるとする。　（4．12）式に（4．1）式を代入し展開することによ

り、次式が得られる。

△ち⑭一
嚥ｨ一プ』一楓）レ（碍＋・誹θ

ノ［A、（τ一の2一ら2］ρ，（τ）

　　　　　　　　σ　　　　万　　　　　y

（4．15）

　式（4．15）が一軸引張持続応力状態におけるひずみ増分、すなわち、引張クリー

プひずみの解となる。

　式（4．15）を概観すると、引張クリープひずみは、微細ひび割れの進展則

（A2（t－t’））、微細ひび割れの起点となる毛細管空隙の代表的寸法（α1）、水和

に伴う毛細管空隙の減少（ρ2（t））を定めることによって一義的に求まる。この
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うち、微細ひび割れ進展則は、コンクリートの引張クリープの主たるメカニズム

として仮定したもので、汎用的な引張クリープひずみ予測手法を開発することを

目的とした本研究の根幹的部分を占めるものである。そこで、以下においては、

微細ひび割れ進展則についての理論的な定式化を試みることにする。
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4．4　微細ひび割れ進展則の定式化

4．4パ固体材料のひび割れ進展速度に関する既往の研究

　本研究において、ひび割れの進展則とは、ある時刻における微細ひび割れの長

さを与える構成則と定義する。この構成則を求めるためには、ひび割れが進展す

る速度を定式化することが重要になる

　ひび割れの進展速度に関する既往の研究は、主に金属材料のぜい性破壊や疲労

破壊を対象として行われてきた。

　Mott4－5）は、金属材料のぜい性破壊を対象として、ひび割れの進展速度を

Griffthによる弾性ポテンシャルエネルギーと表面張力の他にひび割れが進行す

るための運動エネルギーを考慮に入れた下式を与えている。

v一

（4．16）

ここに、V：ひび割れの進展速度

　　　ρ：表面張力

　　　ρo：材料の密度

　　　　α：ひび割れ長さ

　　　　κ：材料定数

　一方、Yoffe4－6）は弾性波を考慮に入れてぜい性破壊に至るひび割れ進展を解

析的に追及し、ひび割れ進展状況を求めている。その結果によるとひび割れ進展

速度が弾性波速度に近くなるほど進展方向が湾曲することを示している。

　以上の研究では、ガラスや鋳鉄などのぜい性破壊を対象とし、弾性論に基づい

てひび割れ進展速度が取扱われている。ひび割れの寸法は比較的大きく、巨視的

レベルでの取扱いと考えられる。また、ひび割れ進展速度の範囲は弾性波速度に

近い高速な場合が対象となっている。

　これに対して、疲労破壊やクリープ破壊ではそのひび割れ進展速度は小さく、

別の取扱い方法が必要になる。

　Machlin4－7）は疲労破壊を速度過程としてそのクラック進展速度を求めている。

その理論は、材料中には潜在的な微細ひび割れが既に存在し、これが繰返し応力

のもとでひび割れ端部における転移の発生によって徐々に進展するというもので

ある。この理論により導かれた速度式は以下の通りである。
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緩＝・争｛r緩÷2劉 （4．17）

ここに、え：ボルツマン定数（＝1．38×10“23J／°K）

　　　　力：プランク定数（＝6．62×10’34J・s）

　　　　τ：絶対温度（°K）

　　　△F：活性化自由エネルギー（J）

　　　y。：原子容積

　　　　x：原子間隔とすべり面間隔との比

　　　　∫：転移発生時の原子のずれを表す係数（＝0．374）

　横堀4－8）は、定常クリープひずみ速度が応力依存型の速度過程であると考えて

クリープ破壊に至るまでの時間（クリープ破断時間）を求めている。

　このように、速度過程に立脚した考察は、比較的ひび割れ進展速度が小さい場

合に用いられており、また、微細なひび割れの進展問題などにも適用されている。

このような状況を鑑み、本研究では、微細ひび割れ進展速度は応力依存型速度過

程に従うとして取扱うことにした。

4．4．2　速度過程に基づく微細ひび割れ進展則の定式化

　原子ないし分子がポテンシャルエネルギーの障壁を越えることによって一つの

安定な状態から次の安定な状態に移る過程を一般に速度過程という。図一4．4に

その概念図を示す。この概念は1889年にArrheniusによって導入された古典的な

理論である4－9）。速度過程は、当初、化学反応に対して適用され、速度だけでな

く速度の温度依存性をも表すことができる理論として発展してきた。最近は、一

例を前述したように固体材料の塑性流動や破壊等の問題にも速度過程が適用され

る機会が増えている4－8）。

　固体材料に用いられる速度過程は応力依存型速度過程4－10）といわれている。そ

の概念を図一4．5に示す。応力が作用していない場合は淡線で示すように、反応

軸に沿って右に移動する場合も左に移動する場合もエネルギー障壁の高さは等し

い。この場合、反応はどちらの方向に対しても起こらない。一方、応力σが作用

すると、エネルギー障壁は実線で示すように一方向に対しては障壁を低くし、反

対方向には障壁を高くする。そこで、過程はポテンシャルエネルギーを減少させ

る方向（図では正方向）に或る速度で起こる。その速度は次式で示される4－lo）。
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図一4．4　速度過程におけるポテンシャルエネルギー障壁

ー
㌣
ミ
杵
H
⇒
、
キ
心
“
小

φ（σ）

△雇

φ（σ）

心力が作用

しない場合

応力が作用

する場合

反応座標

図一4．5　応力依存型速度過程におけるポテンシャルエネルギー障壁
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・一
Z一（△F一φ（σ））／司 （4．18）

ここに、え：ボルツマン定数（＝L38×10≡23〃°K）

　　　　ゐ：プランク定数（＝6．62×10－34J・s）

　　　　τ：絶対温度（°K）

　　　△F：活性化自由エネルギー（」）

　三橋4・11）は、コンクリートを多孔質ぜい性材料であるとし、破壊発生の信頼性

解析に用いるクラック生成速度rを式（4．18）における〆（σ）が対数式で示され

るとして次式で示している。

・一
吹E卜（一÷一τ］ （4．19）

ここに、nb　高い応力集中を受けているひび割れ先端近傍の原子の数

　　　　α　エネルギー障壁の高さに及ぼす応力の影響度合を表す定数

　ひび割れ進展速度4α／ぬは（4．19）式に比例すると考えられる。ここで、式

（4．19）は、応力σおよび絶対温度τが一定の条件下では常に一定の速度でひび

割れが進展することを示している。しかしながら、第3章の試験結果より、割裂

引張強度の63％程度以下の引張持続応力が作用した場合の細孔容積の増加は、図

一4．6に一例を示すように緩やかで上に凸な形状となっている。細孔容積の増加

が微細ひび割れの進展であると考えると、一定の速度でひび割れ長さが増加する

式（4．19）と現象が一致しないことになる。すなわち、式（4．19）は、一つの

潜在ひび割れからのひび割れの進展が供試体の破壊に直結するというぜい性破壊

の特徴を表す速度式であると考えられ、本研究の実験範囲である引張強度の63％

程度以下の持続応力レベルに対する微細ひび割れの進展則としては適切でないと

いえる。

　引張クリープ破壊に至らない程度の持続応力レベルでは、ひび割れの進展は骨

材や毛細管空隙より大径の気泡によるクラックアレスト効果によりひび割れは停

止と進展を繰返すといわれている4－12）。その際、ひび割れの進展に伴って表面エ

ネルギーが増加した分だけ系のもつポテンシャルエネルギーが減少し、ひび割れ

進展速度は減少していくものと推察される。

　以上のような考察を踏まえて、本研究では、式（4．19）を拡張することによっ

て、引張持続応力作用下の微細ひび割れの進展速度式の検討を試みた。

　図一4．7に示すような2次元板に長半径α2の楕円状クラックが分布している状
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　図一4．7　2次元板に整列している楕円状クラック
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態を考える。これは、図一4．1のモデルから微細ひび割れの進展が発生しないと

仮定した長半径α1およびα3の楕円状クラックを取り去ったものである。このよう

な状態における微細ひび割れの進展は、応力σ」（σ。、のおよびτ。のの影響を

うけ、さらに、楕円状クラックの配向によっても違いが生じる。そこで、破壊の

発生に着目する場合には、微細ひび割れの進展速度が最も大きいと考えられる応

力状態に着目することになる。しかし、本研究の着目点は、微細ひび割れの進展

に伴う二次元板の平均的なひずみ挙動である。すなわち、微細ひび割れ進展速度

に影響を及ぼす応力状態についても平均的な応力状態に着目すればよいといえる。

　ランダムな配向をもつ楕円状クラックに作用する平均的な垂直応力ρおよびせ

ん断応力gは、次式で示される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　司三8（θ）ρ4θ

　　　　　　　　　　　　　π2

　　　　　　　　　　　司三9（θ）44θ

　　　　　　　　　　　　　2

本研究においてはσyのみの作用に着目すればよいため、

（4．21）式は、

（4．20）

（4．21）

（4．20）および

万＝6・（θ）隅・…θμ弓

　　：

㌍長・（θ）σ，si・θ…晒・

　　2

（4．22）

（4．23）

　すなわち、垂直応力ρニの／2のみを考慮すれば良いことがわかる。

　図一4．8に本研究で提案するコンクリートの微細ひび割れ進展のモデルとそれ

に伴うポテンシャルエネルギー障壁の概念図を示す。モデルは、さらに微視的に

なり、表一4．1に示すWittmanのミクロレベルのモデル化に近いものとなる。

　持続引張応力クを受ける楕円状クラックから発生した微細ひび割れは、骨材ま

たは気泡に到達して停止するとする。その際、ひび割れの進展長さαに見合った

分だけ表面エネルギーが増加すると考える。微細ひび割れがαだけ進展すること

による表面エネルギーの増加量をW。とすると、

　　　　　　　　　慨＝2ηα　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．24）

ここに、ク　単位ひび割れ長さ当りの表面エネルギー（」／mm）
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図一4．8　速度過程の考え方

一68一



　応力の再配分が終り、再びひび割れが進展を開始する新たな過程になると、図

一4．8に示すように応力の作用によるポテンシャルエネルギー障壁の高さの変化

量は変わらないが、直前の過程までのひび割れの進展による表面エネルギーの

増加によって、ポテンシャル曲線の極小値が下がり、その分エネルギー障壁が高

くなると考える。すなわち、次の過程における速度は減少することになる。

‘エネルギー収支の定式化は式（4．19）を基本として行った。すなわち、ひび割

れの進展に伴うなうポテンシャルエネルギーの解放によるエネルギー障壁高さへ

の影響〆（α）も応力による影響〆（ρ）と同様に対数式で示されると考えた。

F（ク，⇒＝△F一φ（ρ）＋φ（の

　　　　　　　　　　一品ユ助＋⊥㎞2ηα　　　　（4・25）
　　　　　　　　　　　　　η三　　　η2

ここに、△F：活性化自由エネルギー（」）

　　　　α：応力がエネルギー障壁の高さにおよぼす影響の度合に関す

　　　　　　る比例定数

　　　　η1応力集中を受けている微細ひび割れ先端近傍の原子の数

　　　　η2　ひび割れの進展に伴いエネルギーが解放される原子の数

　楕円状クラックの端部における原子レベルの破壊過程が微細ひび割れ進展速度

に比例すると考えてもよい牛ll）ので、

裟一＋L〔一÷h仰＋㌃㎞2加〕／瓦τ］

　　　　　エ　＝β（仰）可（2η。）毒　　　　　　（4・26）

ここに・β：瀧により変化す碇数（－A誓expF－j）

　　　　A：比例定数

　これが、微細ひび割れが安定的に成長する際の表面エネルギーの増加を考慮に

入れた応力依存型速度過程に基づく微細ひび割れ進展速度式である。

　微細ひび割れ進展則は（4．26）式の両辺を積分することにより得られる。すな

わち、
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　　　　　　　　　　　　　　エへ

姻＝
m〔1＋方〕β（仰）六（2η）砲］嘉÷的

（4．27）

　となる。

　式（4．27）をクリープ破壊を起こさない範囲の引張持続応力下のひび割れ進展

則として提案する。

　さらに、式（4．27）により求めた各時刻における微細ひび割れの進展長さを式

（4．15）においてA2（t一川＝a（t一川とおくことにより、持続引張応力下の微細ひ

び割れの進展にともなうひずみの増加分すなわち、引張クリープひずみを算定す

ることができる。式（4．玉5）を引張クリープひずみ算定式として提案する。
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　4．5　第4章の結論

　本章では、第3章で得られた結果をもとに力学的モデルを構築した。均質材料

でできた2次元板に毛細管空隙を模した楕円状クラックが多数分布している状態

を考え、ポテンシャルエネルギーの釣合い条件から、これらの楕円状クラックが

引張持続応力により進展する際のひずみの増分、すなわち、引張クリープひずみ

を算定する式（4．15）を導いた。

△㍉（　　　　　π［A、（’一の2一α22動、¢’一’）＝）つ （4．15）

　式（4．15）を計算するための時刻の関数となる構成則としては、水和の進展に

伴う微細構造の緻密化を表現するρ2（t）と引張持続応力の作用による微細ひび割

れの平均的な進展則を表現する、42（t，t’）があるが、本研究では、　A2（t，t’）を応力依

存型速度過程により理論的に構築することを試み、式（4．27）を導いた。

姻一

m㈲β（　　　　　三仰）η1えτ（2η）蒜］』

（4．27）

　式（4．15）に式（4．27）を連成させることにより、微細ひび割れの進展に伴

う引張クリープひずみを算定することができる。本章では、これを引張クリープ

予測手法として提案した。
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第5章　コンクリートの引張クリープ予測モデルの各定数の決定

5．1　概説

　引張クリープひずみを求めるために、本研究で提案する手法は、持続引張応力

を受けるコンクリートの空隙構造の変化に着目した力学的モデルに基づくもので

ある。図一5．1に引張クリープひずみ予測に関する提案手法の予測フローを示す。

本手法の理論的展開については前章で述べた通りであるが、数式の取扱いに際し

ては、図のフローに示すように予め決定しておかなければならない材料特性およ

び定数が含まれている。その材料特性および定数は以下の通りである。

αパ着目している細孔径領域i（」＝1，2，3）における楕円状クラック（空隙）

　　の初期寸法

E’：弾性体骨格構造のヤング係数

ρ’（り：着目している細孔径領域匡G＝1，2，3）における空隙の数の水和（材

　　　齢）に伴う変化

α：応力がエネルギー障壁の高さにおよぼす影響の度合に関する定数

β（－A誓・xp［一品町）：温劇・より変化す碇数

ク：単位ひび割れ長さ当りの表面エネルギー

η1：応力集中を受けている微細ひび割れ先端近傍の原子の数

η2：ひび割れの進展に伴いエネルギーが解放される原子の数

　αfは、ひび割れの進展が開始される前の空隙を楕円形クラックにモデル化した

場合の長径の1／2の長さであるが、測定原理からいって、水銀圧入式ポロシメー

タから得られる細孔直径とは別のものになる5－1）。すなわち、α∫と細孔直径とを

結び付けるための検討が必要になる。

　ρ∫（りは、使用材料、配合および環境条件によって多様に変化する5－2）材料特性

である。実務において設計技術者が引張クリープひずみの予測を行う際には、こ

のρ∫（りを机上で算出できることが理想的であるが、水和の進行に伴う空隙構造

の変化についての研究は、最近端緒についたばかりで定式化には至っていないの

が現状である。そこで、本研究では、ρ∫（のに関する情報は無載荷供試体の水銀

圧入式ポロシメータの測定結果から得ることにする。

　E’は、直接測定することはできないが、ヤング係数は基本的に空隙の多少に依

存する5－3）。そこで、第4章の定式化で検討した結果を応用して、空隙（楕円状

クラック）を含む弾性体の力学的モデルを基にE’の評価を試みる。
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　一方、微細ひび割れ進展則に関する定数α、β、ク、η1、η2は、それぞれの物

理的意味からいって、セメントの原子レベルでの結合およびその破壊に関するも

のであり5－4）、セメントの種類に依存する材料定数であるといえる。すなわち、

セメントの種類が同一であるならば、配合、載荷応力、載荷時材齢および温度等

の環境条件の相違は、これら定数に影響を与えないと考えられる。そこで、本研

究では、微細ひび割れ進展則に関する定数は、典型的な引張クリープ試験の実測

値から逆解析的な手法によって評価することにする。なお、微細ひび割れ進展則

に与える温度の影響は、比例定数／8および式（2．27）式中のその他の絶対温度の

項により評価されると考える。

　本章では以上の基本方針のもと行った各材料特性および定数の決定に関する検

討の結果について詳述する。

Staπ

予測条件の設定

ﾚ荷応力、載荷時材齢、

ｷ度条件等

α、β、ク、η1、π2

　　無載荷供試体の

@　細孔径分布の測定

p則定ネオ歯令：εx3日、　7日、　28　iヨ

着目している領域（i＝2）

ｩらの微細ひび割れ進展則

@　　　A・（ち∫う

@　　式（4．27）

着目している領域G＝2）

ﾌ空隙の初期寸法の決定

@　　　　α∫

着目している領域（」＝2）の水和

iホオ齢）に伴う毛細管空隙数の変化

@　　　　　ρ・ω
、‥一 G

　｜

@｜

@｜

@…@
…
A
亀
早
“

微細ひび割れ進展に伴う

�｣クリープひずみ増分
@　　△ε。。（τ，〆）

@　式（4．15）

弾性体骨格構造

ﾌヤング係数
@　　E’

End

図一5．1　提案手法による引張クリープひずみ予測フロー
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5．2毛細管空隙の代表的初期寸法必に関する仮定

　着目している各領域～における空隙の代表的初期寸法であるαiは、定式化の過

程で明らかにしたように、空隙を楕円形クラックでモデル化した場合の長径の

1／2である。一方、本研究における空隙の寸法に関する情報は、水銀圧入式ポロ

シメータの測定結果より得られるが、その測定原理からいえば、ポロシメータに

よる空隙径は空隙壁面の最小離間距離にほかならない5－D。すなわち、水銀圧入

式ポロシメータで細孔容積を測定している際の細孔直径は、本提案手法における

のと直接結びつくものではないといえる。そこで、図一5．2に示すように、係数

7、を導入し、α∫とポロシメータによる空隙径との間には以下のような関係が成立

するものと仮定した。

αドγ∫×α
（5．1）

ここに、c∫領域ご（i＝1，2，3）の水銀圧入式ポロシメータによる細孔直径

　このように仮定することによって、水銀圧入式ポロシメータより測定される細

孔直径から代表的初期寸法硲を決定することができる。

ρ

力　隙
工

∫＝ Afα

図一5．2　細孔直径と脳との関係
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5．3形状係数γrおよび弾性体骨格構造のヤング係数E’の決定

　形状係数γ∫および弾性体骨格構造のヤング係数E’は、一軸圧縮試験によって

得られるコンクリートのヤング係数と無載荷供試体の細孔容積の実測値との関係

から決定した。その理論的根拠を以下に示す。

　空隙のモデルである楕円状クラックがランダムに分布している二次元板の平均

的なひずみ増分は式（4．11）で与えられる5－5）。

　いま、一軸圧縮応力σジが作用する場合、空隙が存在することによるひずみの

増分△ερ．yは、式（4．11）中の∫∫（ρ）＝0とすることにより計算され、式（5．2）

で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△ξヱ・ρ・σ，＋卿・ρ・σo＋仰・ρ・σ，1　　　　　（5・2）
　　　　　　　　　　ρ・y　　　4」㌘　　　y　　　4』ヲ　　　y　　　41ヲ　　　）

　　　　　　　　　　　　σ’
　　　　　　　　　　　＝ムユ

　コンクリートが、空隙を多数含む多孔質材料で、その構造が弾性を示す骨格構

造と空隙からなる二相系構造であるとすると、一軸圧縮試験によって得られるコ

ンクリートのヤング係数は、弾性体骨格構造の弾性ひずみεoと空隙が存在する

ことによるひずみの増分△ερ，yを合せたひずみを見掛けの弾性ひずみε＊として

求めていることになる5．・6）。すなわち、

ε＊＝εo＋△ξρ，y （5．3）

式（5．2）の関係を考慮して、式（5．3）を変形すると

　　生一ユ勉12ρ1σ・＋勉22ρ・σ・＋癩32ρ・σ1　　　（5・4）

　　E＊　E　　4∬　y　4E　　y　4亙　　ツ

ここに、E＊：一軸圧縮試験より得られる見掛けのヤング係数

よって、見掛けのヤング係数E＊は、以下の式で示される。

。　　　　　　万
E＝　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　1÷πα1ρ1＋πα2ρ2＋π03ρ3

　　　　4　　　4　　　4

（5．5）

　ここで、モデルとした2次元板の厚さを単位厚さとする。無載荷供試体より測

定した各細孔直径領域における細孔容積をれ（i＝1，2，3）と表記し、式（5．1）
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の関係を用いると、Vξは式（5．6）で表される。

　　　　　　　　罵一撃・1一スγそ・1 （5．6）

　式（5．6）を式（5．5）代入して整理すると、E＊は、式（5．7）で表されること

になる。

。　　　　　E
E＝　　1÷1坐＋越＋幽
　　　2　　2　　2

（5．7）

　細孔容積Vfおよび見掛けのヤング係数E＊は、実験により求めるとすると、式

（5．7）の未知数はE1、γいγ2、γ3の4つになる。すなわち、4組以上の細孔

容積Vξおよび見掛けのヤング係数E＊の実験データがあれば、これら未知数を決定

できることになる。

　表一5．1に表一3．5の配合のコンクリートの一軸圧縮試験の結果得られたヤング

係数E＊および無載荷供試体の細孔容積V」（戸1，2，3）の測定結果を示す。

　なお、この表に示した細孔容積は、厳密には試料中のモルタル部分から測定さ

れた値であるため、細孔容積の測定値にVm／Vc（Vm；モルタルの容積、　Vc；コ

ンクリートの容積）を乗ずることによりコンクリート単位容積中の細孔容積に変

換した値を示している。また、5μm以上の細孔容積は水銀圧入法ではなくコン

クリート練り上り時の空気量を採用した。

　さらに、水銀圧入法による0，1～5μm（領域∫＝2）の細孔容積については、イ

ンクボトル効果によってより大きなエントレインドエアの一部が加算されるとい

われている5－7）。この場合、0．1～5μmの領域の細孔容積の測定値には、この領

域の細孔容積と5μm以上の領域の細孔容積の一部が加算されており、0．1～5μm

の領域における真の毛細管空隙の容積を求めるためには補正が必要となる。この

量については羽原5－8）は試料容積の1．8％の量に相当すると報告している。

　図一5．3～図一5．5に表一3．5の配合のコンクリート（以下、AE）と、この配合

からAE減水剤を除いたプレーンコンクリート（以下、　PL）の材齢3、10、3玉日

の無載荷状態の細孔直径分布を示す。図より、AEの方が0．1～5μmの範囲の細孔

容積が大きくなった。図一5．6に、0．1～5μmの領域のAEおよびPLの細孔容積の

材齢による変化を示す。PLの細孔容積は、材齢にかかわらずAEよりほぼ一定量

少ない状態で推移していることがわかる。このAEとPLの細孔容積の差が前述し

たエントレインドエアの加算分であると考えられる。0．1～5μmの材齢3、10、

31日のAEとPLの細孔容積の差の平均値は0．Ol77ml／mlで、羽原5－7）の報告
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（＝0．0180ml／ml）とほぼ一致する結果となった。これらのことから、AE減水剤

を用いた配合を採用している本研究では0．1～5μn1の細孔容積から0．0180m1／ml

を減ずることにした。表一3．1の領域戸2のデータはこの補正も行ったものである。

　表一5．2に、表一5．1の8組のヤング係数および領域毎の細孔容積を式（5．7）に

適用して行った重回帰分析の結果を示す。E㌧58．7kN／mm2、γ1＝18．5、γ2＝

112、73＝L54と算定された。
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表一5。1　細孔容積およびヤング係数の測定結果（無載荷供試体）

バッチ

@No．

　　　1

iN－50－3－0．8）

　　　2

iN－50－3－1．2）

　　　　3

iN－50－3－t6）材齢

i日）
領域 細孔容積

@v匡

imllmり

ヤング係
@　　E＊

ikN／mm2）

細孔容積

@v↓

im伽り

ヤング係
@　E＊

ikN／mm2）

細孔容積
@　yガ

iml！ml）

ヤング係
@　　E＊

ikN／mm2）i （μm）

1
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0．］
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表一5．2　ヤング係数および形状係数に関する重回帰分析結果

　　回帰分析結果

例数 8

欠測値数 0

相関係数（R） ．949

R2乗 ．900

自由度調整R2乗 ．825

RMS 2．085E－7

分散分析表

平方和 、　ノ　　　　、　ノ

@ニ F値 値

回帰分析 3 1．563E－12 5．209E43 11，983 ．0182

残差 4 1．739E43 4347E－14
合計 7 1．737E42
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5．4微細ひび割れ進展則の各定数の決定

　本研究では、微細ひび割れ進展則は、応力依存型速度過程に基づいて導いた。

そのため、一種の理論式であるこの式においては、定式化の段階で用いた仮定が

正しければ、ある特定の条件下で逆解析により決定した定数は別の条件下にも適

用できることになる。そこで、ここでは、ある特定条件下での逆解析例として

N50－3－1．2の供試体を用い、α、β、ク、m、　n2の各定数の決定を行った。各定

数の妥当性は実験条件を変えた場合に適合するか否かによって検討されることに

なる。

　図一5．7に載荷期間28日における引張持続応力を作用させた供試体および無載

荷供試体の細孔直径分布の測定例を示す。3章で述べたように、持続引張応力が

作用することによって細孔直径が0．1～5μmの領域の細孔容積が増加している。

また、その分布の形状は、ほぼ中央付近が最も細孔容積が増加する上に凸な形状

となっている。この点に関して、細孔容積の部分的な分布形状を対数正規分布に

あてはめた研究もある5－9）が、まだ一般的ではないため本研究においては、引張

持続応力による細孔容積の増加域の代表値c2として0．1～5μmの幾何学的中央値

である0．707μlnを採用することにした。すなわち、

α2＝ V2×0．707μrn
（5．7）

　で示されることになる。なお、この領域の細孔径分布が対数正規分布に従う場

合には、その平均値は幾何学的中央値に一致することになる。

　図一5．8に引張クリープ試験の結果を、図一5．9に0．1～5μmの領域（↓＝2）の

細孔容積の経時変化v2（のを示す。細孔容積の経時変化は双曲線により近似した。

その近似式を以下に示す。

　　0．0087’＋0．136
％（の＝

　　　　4．896τ

（5．8）

ρ2（t）は、式（5．1）および式（5．6）より、次式により算定できる。

　　　　　2ρ2ω＝陥（τ）　2
　　　　γ2π℃2

（5．9）

ここ｝こ、　c2＝0．707μm

　　　　γ2＝112
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　E’＝59．8KN／mm2、σyニ1．2N／mm2として、式（4．15）に、式（5．7）および

式（5．9）、さらに、図一5．8中の引張クリープ実験の回帰式を代入することによ

り、A2ぴ一のを逆解析した。この時の時刻ステップは1日間隔とした。

　図一5．10に以上のような手法を用いて得られたA2（’一〆）の逆解析の結果を示す。

　この逆解析値を式（4．27）にあてはめ、最小二乗法により定数を決定した。表

一5．3に同定した定数を示す。

　定式化の際に用いた様々な仮定やモデル中の各定数の物理的な妥当性は、様々

に条件を変化させた場合の計算値がどのくらい実験値に適合しているかによって

判断される。そこで、次の第6章では、載荷応力、載荷時材齢、水セメント比お

よび温度の条件を変化させた実験値と本提案手法による計算値の適合性について

検討を行うことにする。
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図一5．10　微細ひび割れ長さの逆解析結果

表一5．3　定数の決定結果

定　数 数　値

　　　　2ﾌ　（N／mn） 1．2

入
力
値

α2　（lnm） 0．0792

γ2 112

E’（kN／mm2 58．7

ασ／N／mm2） 0．0029

β　（1／・） 0戊955決
定
値

〃　　（J／mm） 5．0368
　
1
　
　
　
　
（
1
／
」
）
η
1
た
τ

0．4850

　1
@　　　（1／J）η2Xτ 0．9398
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5．5　第5章の結論

　本章では、第4章で定式化した引張クリープ予測手法における種々の未定定数

の決定を行った。微細ひび割れがない場合（弾性体骨格構造）のヤング係数E’お

よび空隙をモデル化した楕円状クラックの形状係数ハは、円柱供試体の一軸圧

縮試験から得られるヤング係数と水銀圧入式法により得られる細孔容積のデータ

から決定した。また、微細ひび割れ進展則の4つの未定定数は、第3章で行った

引張クリープ試験の1実験水準の測定結果を基に逆解析を行うことにより決定し

た。表一5．4に本章で決定した諸定数の一覧を示す。

　これらの定数の妥当性は、次章において、種々の条件下での引張クリープ試験

結果との対比によって検証を行うことにした。

表一5．4　本章で決定した定数の一覧

定　数 数値
α2　　（mm） 0．0792

71 185

72 U2

γ3 L54

E’（kN／mm2 58．7

α（」／N／mm2 0．0029

β　（1／・） 0．1955

ク　　（J／mm） 5．0368

　1
ﾅ茎えT　（1／J） 0．4850

1

η2えτ　（1／の 0．9398
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第6章　コンクリートの引張クリープ予測モデルの妥当性の検証

6パ概説

　実際の構造物に用いられるコンクリートは、セメント、骨材、混和材料などの

使用材料および配合において様々なものが使用される。さらに、コンクリートは

打込みから養生に至るまでの過程において様々な環境条件にさらされるだけでな

く、応力が作用する材齢や作用応力の大きさも多岐にわたることになる。従来の

時間依存性変形のうち、クリープを予測する手法では、これら条件を実際に変化

させた多くの実験結果をもとに統計的処理によって予測式が構築されてきた。こ

のような手法を用いた場合には、使用材料、配合および環境条件の違いは、実験

データを基にした現象論的な関係式により表される。このため、実験範囲を越え

た条件での予測には信頼性が低くなることは否めない。

　一方、本研究ではコンクリートの空隙構造をモデル化し、時間依存性変形をメ

カニズム面から追及する手法を採ったため、空隙構造の相違はモデルの相違、具

体的には楕円状クラックの数、弾性体骨格構造のヤング係数の相違等として評価

される。そのため、現象のメカニズムが変化しない限り予測手法の有効性を保持

することができる。しかしながら、実際には、複雑なメカニズムの集積の結果現

れる現象を、微細ひび割れの挙動のみに絞り込んで取り扱っているため、種々の

条件下における実測値との比較検討を行い、仮定したメカニズムが引張クリープ

の卓越した現象を取り扱ったものであることを確認しておく必要がある。

　そこで本研究では、種々の条件のうち、配合条件として水セメント比を、載荷

条件の相違として載荷応力と載荷開始材齢を採り上げ、提案手法の適用性を実験

的に検討した。また、影響が最も大きな環境条件として温度が考えられるが、本

研究では既往の研究成果6一りと比較することによって、温度が相違する場合の本

提案手法の適用性に関しても検討を加えている。

　なお、設計者および技術者の立場からいえば、使用材料、配合および環境条件

に関する情報が与えられれば、空隙構造が一義的に定まり、モデルが決定される

のが理想的である。しかし、現時点では、配合や環境条件が微細構造に与える影

響に関する定量的研究は端緒についたばかりで6－2）、定式化には至っていないの

が現状である。配合、材齢および環境条件の相違による空隙構造の定量的評価に

ついては、さらに研究を進めた段階で行うこととし、種々の条件下での空隙構造

の相違、具体的にρξ（のの相違は、無載荷供試体の細孔直径分布の実測結果から

得られるという立場をとることにした。
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6．2　実験概要

6．2．1　実験計画

　実験計画を表一6．1に示す。本章では本研究による提案した手法の水セメント

比、載荷応力、載荷材齢が相違した際の適用性について検討する。そこで、3章

の実験計画に水セメント比として40、60％の2水準を、載荷材齢は7、28、180

日の3水準を追加した。なお、載荷応力については1．2N／mm2で一定とした。

6．2．2　使用材料およびコンクリートの示方配合

　使用したセメントおよび骨材は3章の実験と同一のものである。コンクリート

の示方配合を表一6．2に示す。配合条件は、スランプ8±1cm、空気量4．5±1．0％

とし、また、コンクリートの練上り温度は20℃を目標とした。

6．2．3　供試体の作製

　供試体の作製方法は3章の実験と同様である。すなわち、コンクリートの練混

ぜは、パン型強制練りミキサ（容量1000）を用いて行い、各試験要因ごとの練

混ぜ量は750とした。材料の投入は粗骨材の1／2、セメント、細骨材、粗骨材の

1／2と順に行い、60秒間の空練りを行った後、注水して120秒間練混ぜた。練り

上がったコンクリートは、十分に練り返した後、スランプ、温度および空気量

（容積法）の測定を行った。引張クリープ試験に用いる供試体は10×10×40cm

の角柱供試体で、各試験要因ごとに3体を作製した。また、収縮測定用のコント

ロール供試体も同形状とし、各試験要因ごとに3体を作製した。強度測定には円

柱供試体（φ10×20cm）を用い、各試験要因ごとに18体を作製し、圧縮強度、

圧縮ヤング係数および割裂引張強度を測定した。

　型枠へのコンクリートの打込みは2層に分けて行い、各層を突き棒により締め

固めた。突き数は、角柱供試体の場合には各層25回、円柱供試体の場合には各層

12回とした。さらに、これらの供試体はテーブルバイブレータによる振動締固め

を30秒間行った後、20±2℃、R．H．95±3％の恒温恒湿室で養生した。その際、

表面からの水分の蒸発を防ぐために供試体表面にポリエチレンラップを施した。

　脱型は打設翌日行い、直ちに恒温恒湿室内で水中養生をした。角柱供試体は載

荷前日に水中から引き上げ、アルミ粘着テープで表面をシールした。引張クリー

プ試験に用いる供試体は両端面をサンドペーパーで細骨材が見えるまで磨き、水

中硬化型エポキシ系接着剤（アルファ工業社製）を用いて載荷用治具に接着した。

シールした供試体は載荷開始まで恒温恒湿室に保存した。
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表一6．1　実験計画

水セメ

塔g比
載荷

ﾞ齢
i日）

載荷

棊ﾍ
iN／m㎡）

　　　＊ﾚ荷応
ﾍ／
ｭ度比

載荷

匇ﾔ
i日）

温度

i℃）

湿度

i％）

0．4 3 1．2 0．55

纏灘議灘灘

灘
灘
撰

灘灘灘雛
0．5

灘灘鎌灘灘
0，7．28 20

7 1．2 0．40

　100

iシール）

28 1．2 0．39

180 1．2 0．34

0．6 3 1．2 0．65

　　＊：載荷応力／強度比は載荷時材齢における、試験要因ごとの

　　　割裂引張強度を基に算出した。

薩翻は3章での鋤雌

表一6．2　示方配合

No．

セメ

塔g
スラ

塔v
icm）

空気
ﾊ
（
％
）

s／a

i％）

単位量（kg／m3） AE減
?ﾜ
b×％

Gmax

i㎜）

W／C

i％） W C S G

1 40．0 43．0 165 412 756 10U

2 普通 20 8±1 4．5±1 50．0 445 157 314 821 1041 0．25

3 60．0 46．0 163 272 868 1025
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6．2．4　実験方法

（1）引張クリープ試験

　引張クリープ試験は20±2℃、R．H．95：±3％の恒温恒湿室で行った。ひずみの

測定は基長10in、最小目盛1／1000mmのダイヤルゲージホイットモア型ひずみ計

を用いて行った。測定間隔は載荷開始前後で弾性ひずみを測定したのち、載荷期

間3日までは12時間間隔、その後、所定の載荷期間までは24時間間隔とし、コ

ントロール用供試体も同時に測定した。載荷期間として0、7および28日を設定

し、所定の載荷期間に達した後は1本つつ除荷を行った。なお、載荷期間0日と

は載荷直後に除荷を行うものである。圧縮強度、圧縮ヤング係数および割裂引張

強度試験は引張クリープ試験の除荷に合わせて行った。

（2）水銀圧入法による細孔径分布の測定

　細孔径分布測定用の試料は、ひずみ測定用プラグよりも中心側の部分の中央部

2箇所から採取した。採取した試料は粉砕して2．5～5．Ommのものをふるいわけ、

ただちにアセトン中に浸漬して水和を停止させた。この試料は48時間のD一乾燥

を行った後、真空デシケータ内で測定開始まで保存した。細孔直径分布の測定は

Auto　Pore　9200（島津製作所製）を用いて行った。試料は骨材部分を注意深く

除いてモルタル部分を採取し、15ccの大型セルを用いて測定した。水銀の注入お

よび圧力の制御はコンピュータによる自動制御のもとで行った。測定は2箇所か

ら採取した試料に対してそれぞれ1回つつ行い、その平均値を供試体の細孔直径

分布の測定値として採用した。
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6．3　結果および考察

　表一6．3に圧縮強度、圧縮ヤング係数および割裂引張強度の試験結果を示す。

本章の目的は、種々の条件下において提案した手法の適用性を検討することにあ

る。以下に、着目した条件ごとに得られた結果について考察する。

6．3．1　載荷応力の相違による影響

　載荷応力の影響に関する検討は3章で取り扱った実験データをもとに行った。

表一6．4に無載荷供試体の細孔直径分布の測定結果を、表一6．5に計算に用いた入

力値の一覧を示す。

　図一6．1～図一6．3に、載荷応力0．8、1．2および1．6N／mm2それぞれの無載荷供

試体における材齢と0．1～5μmの範囲の細孔容積との関係を示す。図より、材

齢と細孔容積との関係は、いずれの試験要因のコンクリートにおいても、3日か

ら10日までの細孔容積の減少が大きいため、ここでは、双曲線により近似した。

なお、本研究では、載荷応力0．8N／mm2に使用したコンクリートの細孔容積が

1．2およびL6N／lnm2の場合よりも小さくなっている。この原因として以下のこ

とが考えられる。これらの配合は同一のものを使用しているが、打設日は異なっ

ている。すなわち、打設バッチ間で細孔容積の経時変化に違いが出るような何ら

かの要因が作用していたものと考えられる。Seredaらの研究6・3）によれば、同一

配合で同一材齢のコンクリートであっても、40℃程度の高温の履歴により細孔容

積は減少し、細孔容積がピークを示す細孔直径も小径側ヘシフトすることを報告

している。このような観点から、コンクリートの温度に関するデータを検証する

と、表一6，3より、1．2および1．6N／mm2のコンクリートの練上り温度は19．0～

20．0℃であったのに対し、0．8N／mn12の場合の練上がり温度は25．0℃であった。

練上がりから恒温・恒湿養生に至る温度履歴の違いが、細孔容積の相違の一因と

なったことも考えられる。

　0．8、1．2、1．6N／mrn　2それぞれに使用した無載荷状態でのコンクリートの細孔

容積と材齢の関係を示す双曲線近似式を基に式（5．8）を用いて楕円状モデルク

ラックの数ρ2＠）を時刻ステップ1日で算定した。図一6．4～図一6．6に、ρ2（τ）の

算定結果を示す。

　次に、微細ひび割れ進展則A2（〃’）を0．8、　L2および1．6N／mm2のそれぞれの

場合について式（4．27）を用いて算定した。図一6．7～6．9に、それぞれの微細ひ

び割れ進展則A2（∫イ’）を示す。

　ここまでに算定したρ2＠）およびA2（〃’）を構成則として、式（4．15）により持

続引張応力によるひずみ増分、すなわち、引張クリープひずみを算定した。

　図一6．10～図一6．12に、引張クリープひずみの実測値と式（4．15）による計
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算値との比較を示す。図一6．10より、0．8N／mm2の場合は載荷期間15日程度以前

の比較的初期の段階で計算値が実測値よりも若干小さくなったが、その後は、計

算値と実測値はよく一致した。一方、図一6．12より、1．6N／mm2の場合は、載荷

初期においては載荷期間10日以降の比較的長期の範囲で実測値が計算値よりもや

や大きくなったが、載荷初期においては良く一致した。このように計算値と実測

値との間で若干の誤差が生じた理由には、計算におけるモデル上の仮定など種々

のものが考えられるが、式（4．15）の構成則の1つであるρ2（τ）の推定をわずか

3点の細孔容積の測定結果から行っており、この精度が計算結果に最も大きな影

響を及ぼしていると考えられる。ρ2（τ）の精度向上を図るためには、メカニズム

に立脚した現象の記述と多くの実験データが必要であり、今後の重要な研究課題

であると考えられる。しかしながら、現状でも実測値と計算値の相違は数μ程度

であり、精度良くクリープひずみを予測できているといえる。

　なお、本研究では、載荷応力／強度比が0．29～0．63の範囲で、計算値と実測

値は良く一致したが、さらに載荷応力／強度比が大きな範囲では計算値と実測値

が相違することが考えられる。Youngらの研究6・4）ではコンクリートの引張クリー

プ限は載荷応力／強度比が0．6～0．7の範囲にあると報告しているが、これを越え

るような高応力レベルでは、微細ひび割れは時間の経過とともに集積、局所化し、

巨視的なひび割れへと成長しはじめる（不安定成長）。このとき、観測されるク

リープひずみ速度は急激に増大し、クリープ破壊に至る6－5）と考えられる。，一方、

本提案手法は、微細ひび割れが骨材や気泡によるアレストと進展を繰り返しなが

ら進展する安定成長を引張クリープの主たるメカニズムとしてモデル化したもの

であり、巨視的なひび割れの不安定成長は、本手法では取り扱っていない。すな

わち、載荷応力／強度比が大きく、巨視的なひび割れの不安定成長が発生するよ

うな場合には、引張クリープひずみの実験値が本提案手法を用いた計算値よりも

大きくなると考えられる。

　微細ひび割れが集積・局所化し、巨視的なひび割れになり、さらに巨視的ひび

割れが急激に進展してクリープ破壊に至る現象を予測することは、コンクリート

構造物のひび割れの発生を予測することに直接関係するため、非常に重要な研究

課題である。現在のところ、本提案手法では、この問題を取り扱うには至らない

が、今後、本提案手法の適用限界の確認を行うとともに、微細ひび割れの集積・

局所化による巨視的クラックの挙動を数学的に表現し、本提案手法を拡張してい

くことがことが必要であるといえる。
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表一6．3　強度試験結果
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表一6．4　細孔直径分布測定結果（無載荷供試体）

実験

v因名
N－50－3－0．8 N－50－3－L2 N－50－34．6

材齢

i日）
領域 細孔容積
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iml／mり
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@　　E＊
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@　E＊

ikN／mm2）

細孔容積

@　γi

瘁^ml）

ヤング係
@　　E＊

ikN／mm2）i （μm）

1
～0．］ 0．0722 0．0648 0．0648

3 2
0．］

`5．0
0．0073 30．1 0．0刊4 24．9 0．0114 26．9

3 5．0～ 0．0350 0．0380 0．0400

1 ～0．］ 0．0606 α0517 一
］0 2

0．1

`5．0
0．0017 33．5 α0028 34．8 一 一

3 5．0～ 0．0350 0．0380 一
1

～0．1 0．0466 0．0468 0．0467

31 2
0．］

`5．0
0．0039 35．4 α0040 38．1 0．0040 36．2

3 5．0～ 0．0350 0．0380 0．0400

表一6．5　入力値の一覧

N－50－3－0．8 N．50－3－1。2 N－50－3－1．6

の（N／mm2） 0．8 1．2 1．6

α2　（m動 0．0792

γ2 U2
E’（姻／mm2 58．7

α（J／N／mm2） 0．0029

β　　（1／s） 0．1955

ク　　σ／mm） 5．0368

1
　　　　　　（1／J）抱ん7▼

0．4850

1
　　　　　（1／」）η2克τ 0．9398
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6．3．2　載荷時材齢の相違による影響

　表一6．6に、載荷時材齢7、28および180日それぞれの無載荷供試体の細孔直

径分布の測定結果を、表一6．7に計算に用いた入力値の一覧を示す。

　図一6．13～図一6．15に載荷時材齢7、28および180日それぞれの無載荷供試体

における材齢と0．1～5μlnの範囲の細孔容積との関係を示す。材齢と細孔容積

との関係は、双曲線により近似した。この時、材齢3日の細孔容積は、
N－50－3－1．2（表一6．4）のデータを使用した。

　材齢7、28日および180日それぞれの双曲線近似式をもとに式（5．8）を用い

て各時刻における楕円状モデルクラックの数ρ2（τ）を各時系列ごとに算定した。

図一6．16～図一6．18にρ2（τ）の推定結果を示す。

　微細ひび割れ進展則A2（r一めは、載荷応力および温度を変数として決定される

ため、載荷応力が同一のこのシリーズでは同じとなる。図一6．19に式（4．27）

を用いて推定した微細ひび割れ進展則A2（τ一〆）を示す。

　ここまでに算定したρ2（∋およびA2（か〆）を構成則として、式（4．15）により持

続引張応力によるひずみ増分、すなわち、引張クリープひずみを算定した。

　図一6．20～図一6．22に引張クリープひずみの実測値と式（4．15）による計算

値との比較を示す。図一6．20より、載荷時材齢7日の場合は載荷初期の範囲にお

いて計算値の方が数μ程度大きめの値を与えているが、載荷時材齢28日および

180日の場合は、ほぼ実測値と計算値が一致した。載荷時材齢7日の場合に．計算値

と実測値との間で若干の誤差が生じたのには、前節と同じく、計算におけるモデ

ル上の仮定など種々のものが理由として考えられるが、やはり、細孔容積と材齢

との関係より導かれるρ2（りの予測精度の問題計算結果に最も影響を及ぼしてい

ると考えるのが妥当であるといえる。ρ2（りの高精度化は、今後、研究を発展さ

せた段階での課題とすることとするが、現状の計算値と実測値の相違は数μ程度

であることから、本提案手法を用いることにより、載荷時材齢の変化に対しても

精度良く引張クリープひずみを予測できるといえる。
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表一6．6　細孔直径分布測定結果（無載荷供試体）

実験

v因名
N－50－7－0．8 N50－28－1．2 N－50－180－1．6

領域 材齢

i日）

細孔容積

@v∫
iml／ml）

ヤング係数

@　E＊

ikN／mm2）

ヤング係数

@E＊
ikN／mm2）

材齢

i日）

細孔容積

@Vi
imllm1）

ヤング係数

@　E＊
ikMmmう匡 （μm）

材齢

i日）

細孔容積

@Vj
iml／mり

1
～0．1 0．0603 0．0465 0．0445

2
0．1

`5．0
7 0．00230 29．2 28 0．00140 35．8 180 0．00110 38．3

3 5。0～ 0．0470 0．0470 0．0350

1 ～0．1 0．0453 0．0459 0．0450

2
0．1

`5．0
35 0．00200 35．4’ 35 0．0004 35．8 195 0．0001 38．5

3 5．0～
0．0470　》

0．0470 0．0350

1 ～0．1

一
0．0450

一
2

0．1

`5．0 一 一 一
56 0．0007 37．2

’ 一 一
3 5．0～

一
0．0470

一

表一6．7　入力値の一覧

N－50－7－1．2 N－50－28－L2 N－50－180ヨ．2

の（N／mm2） 1．2

α2　（mm） 0．0792

72 112

E’（kN／mm2 58．7

α（」／N／mm2） 0．0029

β　（1／・） 0．1955

ク　　σ／mm） 5．0368

1
　　　　　　（1／」）η1瓦τ

0．4850

1
　　　　　　（1／」）η2汀 0．9398
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6．3．3　水セメント比の相違による影響

　表一6．8に、水セメント比0．4および0．6それぞれの無載荷供試体の細孔直径分

布の測定結果を示す。

　本研究では微細ひび割れを模した楕円状クラックと均一な弾性体から成る二相

系モデルを採用しているが、実際のコンクリートは微細ひび割れとセメントペー

ストの実質部分および骨材の三相系材料であると考えられる。すなわち、弾性体

の部分が、実際にはセメントペースト実質部分と骨材から成っているわけである。

いま、セメントの種類が同一であるときに水セメント比だけが変化し、骨材の容

積に変化がないとすると、配合の違いは空隙構造の違い、本モデルでは微細ひび

割れの数の違いとなって現れるはずである。この場合、　（4．15）式中のρ2（’）が

変化するだけで第5章で決定した各種定数はそのまま適用できることになる。し

かし、実際は、水セメント比が変化すると配合上骨材容積が変化する。また、もっ

と広範囲に配合の幅を広げると要求されるコンシステンシーによっては同じ水セ

メント比においても骨材容積は無数に考えられることになる上に、使用する骨材

の品質も様々となる。このような場合、モデルで仮定した弾性体の定数、すなわ

ち、弾性体骨格構造のヤング係数E’が変化することになる。高精度な予測を行う

ためには配合ごとにE’を算定する必要があるといえる。そこで、水セメント比を

変化させた本実験においてはE∫の再計算を行うことにした。

　E’は、3、10、31日の材齢ごとに表一6．8に示す無載荷供試体のVfおよびヤン

グ係数E＊を式（5．6）に代入することにより算定した。このとき、空隙の形状係

数は、水セメント比0．5の場合のγ1＝18．5、72＝112、γ3＝1．54を使用した。

各水セメント比におけるE’は、材齢ごとに算出したE’の平均値とした。表一6．9

に算定結果を示す。水セメント比0．4の場合、E’＝58．7kN／mn12、水セメント比

0．6の場合、E〃＝58．OkN／mm2と算出された。

　表一6．10に、以降の解析に用いる入力値の一覧を示す。

　図一6．23～図一6．24に、水セメント比0．4および0．6の無載荷供試体における

材齢と0．1～5μmの範囲の細孔容積との関係を示す。材齢と細孔容積との関係

は、双曲線により近似した。水セメント比0．4、0．6それぞれの双曲線近似式をも

とに式（5．8）を用いて各時刻における楕円状モデルクラックの数ρ2（りを時刻ス

テップ1日として算定した。図一6．25～図一6．26にρ2（τ）の計算結果を示す。

　式（4．27）で示される微細ひび割れ進展則A2＠一めは、弾性体骨格構造のヤン

グ係数E’がパラメータの1つになっている。そこで、各水セメント比ごとに算定

した骨格構造のヤング係数を式（4．27）に代入して微細ひび割れ進展則A2（オーめ

を決定した。図一6．27～図一6．28に微細ひび割れ進展則A2（ヂ”）を示す。

　ここまでに算定したρ2＠）およびA2＠一τ’）を用いて式（4．15）により持続引張応
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力によるひずみ増分、すなわち、引張クリープひずみを算定した。

　図一6．29～図一6．30に引張クリープひずみの実測値と式（4．15）による計算

値との比較を示す。いずれの水セメント比においても計算値の方が実測値よりも

若干大きめの結果となった。このように、計算値と実測値との間で若干の誤差が

生じたのには、前節までと同じく、計算におけるモデル上の仮定など種々のもの

が理由として考えられるが、やはり最も影響が大きいのは、細孔容積と材齢との

関係より導かれるρ2（t）の予測精度の問題であると考えるのが妥当であるといえ

る。しかしながら計算値と実測値の相違は10数μ程度であることから、本提案手

法を用いることにより、水セメント比の変化に対しても比較的精度良く引張クリー

プひずみを予測できるといえる。

表一6．8　細孔直径分布測定結果（無載荷供試体）

実験

v因名
N－40－3－1．2 N－60－3－L2

材齢

i日）
領域 細孔容積

@v∫
iml／ml）

ヤング係∨’

@　E＊
ikN／mm2）

細孔容積

@γi
irnl／m1）

ヤング係数

@E＊
ikN／mm2）i （μm）

1
～0．1 0．0622 0．0934

3 2
0．1

`5．0
0．0100 29．4 0．0134 22．3

3 5．0～ 0．0460 0．0470

1 ～0．1 0．0515 0．0839

10 2
0．1

`5．0
0．0012 33．6 0．0032 28．4

3
5．0～ 0．0460 0．0470

1
～0．1 0．0404 0．0733

31 2
0．1

`5．0
0．0024 38．3 0．0038 30．2

3 5．0～ 0．0460 0．0470
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表一6．9　弾性体骨格構造のヤング係数E1の再計算

細孔容積（mUm玉） 骨格のヤ

塔O係数E’
iN／mm2）

水セメ

塔g比
材齢
i日） 0．1μm

ﾈ下

0．1～

Tμm
5μm
ﾈ上

ヤング係数

ﾌ実測値B＊
@（Nぬm2）

計算値 平均値

3 0．0622 0．OlOO 29．4 63．8

0．4 10 0．05玉5 0．0012 0，046 33．6 53．1 58フ

31 OO404 0．0024 383 59．1

3 0．0934 0．0134 22．3 59．1

06 10 OX）839 0．0032 0，047 28．4 56．6 58．0

31 0．0733 0．0038 30．2 58．2

表一6パ0　入力値の一覧

N－40－3－1．2 N－60－3－1．2

の（N／mm2） 1．2

α2　（mm） 0．0792

γ2 112

E’（kN／mm2 58．7 58．0

α（J／N旭m2） 0．0029

β　　（1／・） 0．1955

ク　　（J／mm） 5．0368

1

　　　　　　（1／」）

ﾅ豆瓦τ

0．4850

1

　　　　　　（1／のη2瓦τ 0．9398
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6．3．4　温度の相違による影響

　コンクリートのクリープは温度の影響を受け、一般には、温度が高くなるほど

クリープひずみは励起され、大きくなるといわれている6－6）。このことをうけて、

圧縮クリープの予測を主眼としたCEB－FIP　Model　Code90ではマチュリティー

による有効材齢の指標に加えて、クリープ係数の算定に温度による補正を行うこ

とを明記している6－7）。特に、マスコンクリートの温度ひび割れ照査では、水和

熱による高温の影響を受けることになり、クリープひずみを精度よく予測するた

めには温度の影響を適切に反映させる必要がある。このような観点から、温度を

変化させた場合の若材齢コンクリートのクリープ試験が行われている
6－1）・6－8）・6－9）。ここでは、既往の研究成果のうち野村らが行った引張クリープの温

度依存性に関する実験結果6’1）と対比させて、本提案手法の適用性について考察

を加えることにした。

　図一6．31に野村らの実験結果を示す。この実験では水セメント比56％、スラ

ンプ8cmのコンクリート供試体（アルミ粘着テープでシール）に材齢1日で

1．5N／mm2の圧縮応力を導入、材齢2日で除荷し、材齢3日で引張応力を作用さ

せて引張クリープひずみを5日間測定している。試験温度は20、30および40℃

の3水準である。これによると、温度40℃の場合のクリープひずみは載荷期間5

日で温度20℃の約L5倍のひずみとなっている。

　一方、本研究で構築した（4．27）式で示される微細ひび割れ進展則中に．は絶対

温度の項が含まれており、理論的には速度の温度依存性を評価できることになる。

ただし、本研究では、進展則の定数の決定に際してβ＝A・艀仇・exp（一△F／んτ）

の項を温度20℃における定数として一括して扱っている。しかし、実際にはこの

項は絶対温度の関数となっており、この項の温度に対する挙動を把握するために

は未定定数Aおよび△Fを決定する必要があるが、そのためには温度を要因に採っ

たクリープ試験および細孔径分布の測定を実施する必要がある。したがって、現

時点では本提案手法による引張クリープひずみの正確な評価は行えないことにな

る。ただし、本提案手法が温度依存性を表現しうるか否かの定性的な評価は可能

である。以下にその検討の詳細について述べる。

　いま、温度が20℃と40℃の場合の引張クリープひずみの予測に本提案手法を

適用した場合について考える。

　式（4．27）中の定数Aは、物理的には原子1個あたりの長さを示している。ボー

アの理論6－10）に従えば、その原子1個あたりの長さは10・7mmのオーダーになる。

そこで、β＝A・妊仇・exp（，△F／えτ）中のAを10－7～10・10mmまで変化させたパ

ラメータ解析を行い、変化させたAに対応する△Fを決定した上で、N－50－3－L2

の条件に対して40℃とした場合のA2（’一〆）を計算した。表一6．11に、計算に用い

一114一



た入力値の一覧を示す。また、図一6．32に、表一6．臼の入力値から算定される

温度40℃におけるA2（∫一めのパラメータ解析結果を示す。

　このA2（’一めを基に、温度40℃の条件で予想される引張クリープひずみの計算

結果を示す。ただし、微細ひび割れ数の時間的な変化を示す構成則ρ2（りは、温

度20℃で実験が行われた図一6．5に示すN－50－3－1．2のρ2（りを用いた。

　図一6．33に温度40℃のもとで予想される引張クリープひずみのパラメータ解

析結果を示す。図より、40℃におけるクリープひずみは、定数Aの値によって変

化することがわかる。このうち、A＝1040～10・11mmであるならば、20℃の場合

約1．5～1．7倍程度となり野村らの結果6－1）と一致することになる。しかしながら、

ボーアの理論に従うとA＝10－7mmのオーダーになることを考えると、40℃にお

けるクリープひずみの予測値は20℃の約2倍になるという結果になる。ただし、

本研究における計算は、ρ2（りに20℃の場合を適用したものである。載荷時材齢

が3日というような若材齢コンクリートを対象とした場合、40℃という高温下で、

20℃と比較して、水和が促進されることによりρ2（りが小さい方向にシフトし、

クリープひずみの計算値が小さくなることが予想される。したがって、40℃の条

件下でのρ2（りを計算に適用したならば、野村らの結果に近づくことも考えられ

る。圧縮クリープの場合であるが、載荷開始材齢が1～7日の場合の若材齢クリー

プは20℃よりも40℃の方が小さくなったという報告6・9）もある。これは高温によ

るセメントの水和速度の増大によるものと考えられ、若材齢時の温度の影響は水

和速度の増大とクリープ速度の増大という関係の中で複雑な挙動をするといえる。

　ただし、本提案手法はモデルの中で、水和速度をρ2（りで、クリープ速度を

（4．27）式で独立に取扱い、連成させることから、温度の相違によるρ2（τ）の違

い、微細ひび割れ進展則中の定数Aおよび△Fを適切に評価することができれば

若材齢コンクリートの引張クリープ特性に関する複雑な温度依存性を的確に取扱

えると考えられる。この温度依存性に関しては今後の研究課題としたい。

一115一



　（100

　9
《8・

　と

　≧～60

　く）40

　　1

　ゴ　　　20

　　　0
　　　　0　　　　1　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5
　　　　　　　　　　　　　　載荷期間（日）

図一6．31　温度の相違が引張クリープひずみに与える影響6・・9）

表一6パ1　入力値の一覧（温度40℃）

A（㎜源子1個）

　　一7P0
　
　
一
8
1
0

　　一9
P0

　　．10
P0

　　一11

P0

の（N／mm2） 1．2

α2　　（mm） 0．0792

72 112

E’（蝋／mm　2 58．7

ασノN／mm2） 0．0029

β　（1／・） 05430 0．4687 0．4046 0．3492 0．3015

ク　　（∫／mm） 5．0368

1

　　　　　　（1／」）

ﾅ1えτ
0．4540

1
　　　　　　（1／」）η2た7▼ 0．8797
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6．4　第6章の結論

　本章では、提案した予測手法の適用について検討した。すなわち、載荷応力、

載荷時材齢、水セメント比を変化させた引張クリープ試験結果と提案手法による

予測値とを比較した。得られた主な結論を以下に列挙する。

（1）載荷応力を0．8～1．6N／mm2（載荷応力／強度比0．18～0．63）、載荷時材

　　齢を3～180日、水セメント比0．4～0．6とした本研究の範囲内では、予測

　　値と実験値は概ね一致し、微細ひび割れの挙動に着目した本提案手法が妥

　　当であることが確認された。

（2）実測値と計算値の間には数μ程度の相違が見られた。この原因は種々考え

　　られるが、細孔径分布の測定結果を基にした微細ひび割れの数ρ2（t）の予

　　測精度が最も大きな影響を及ぼしていると考えられる。

（3）載荷応力が本研究の範囲より大きくなると微細ひび割れは集積、局所化し

　　巨視的なひび割れとなって引張クリープ破壊に至ると推察される。本提案

　　手法ではひび割れが局所化する段階まで考慮できないため、引張クリープ

　　破壊まで現象を予測するに至っていないが、ひび割れ発生照査における重

　　要な情報を与えることになるため、今後検討する必要がある。

（4）引張クリープひずみの温度依存性について、既往の研究成果を参考に考察

　　した。その結果、本提案手法における微細ひび割れ進展則は高温環境下で

　　大きくなることから、クリープひずみの高温による励起を予測しうる可能

　　性のあることが示された。ただし、微細ひび割れ進展則中の未定定数をあ

　　と2つ決定する必要があること、特に若材齢における引張クリープひずみ

　　は、水和反応の高温による促進との関係で複雑な挙動を示すことが考えら

　　れることから、今後、実験的に検討する必要があることを示した。
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第7章　結論

　本研究は、コンクリートの微視的メカニズムに立脚した引張クリープの高精度

かつ汎用的な予測手法を開発することを目的としたものであり、引張持続応力を

受けるコンクリートの空隙構造の観察とその結果を基にした力学的モデルの構築、

モデル中の各定数の決定、および、モデルの妥当性の検証を主な内容としたもの

である。

　以下に本研究によって得られた結果を総括して本論文の結論とするとともに、

今後の課題についても触れる。

　本論文では、まず第1章において本研究の目的と工学的意義を明らかにすると

ともに、本研究の方法論について述べた。

　第2章では、本研究に関係する既往の研究成果を概説し、現在までに明らかに

されている事項について整理するとともに、現状での問題点を明らかにし、本研

究の位置づけを行った。

　第3章では、引張持続応力がコンクリートの空隙構造に及ぼす影響を観察する

ことを目的として、水セメント比50％、スランフ゜8cmのコンクリートを対象に、

載荷時材齢を3日とした引張クリープ試験を所定の材齢まで行い、その後、水銀

圧入式ポロシメータによる細孔直径分布の測定を行った。

　その結果、

（1）載荷応力比0．18～0．63の範囲では、載荷応力と引張クリープひずみと

　　の間には厳密には線形関係は成立しない。

（2）コンクリートの微細構造は引張持続応力の影響を受け、引張持続応力を

　　作用させることによって細孔直径で0．1～5μmの範囲の細孔容積が増加

　　する。

（3）AEカウンターを用いた既往の研究成果なども考慮に入れて総合的に判

　　断すると、引張持続応力の作用による細孔容積の増加は、比較的粗大な

　　毛細管空隙を起点とする微細ひび割れの発生と進展によるものと考えら

　　れる。

等の結論を得た。さらに、細孔径分布の分布の形状的特徴により領域分けし、
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引張持続応力の作用による各領域の細孔容積の増分と引張クリープひずみとの間

で相関分析を行った。

　その結果、

（4）引張持続応力による0．1～5μmの範囲の細孔容積の増分と引張クリープ

　　ひずみとの間には良好な線形関係が認められる。

　との結論を得た。このことより、細孔容積の増加、すなわち、微細ひび割れの

発生および進展に対して適当なモデル化を行うことによって、線形理論に基づい

て引張クリープひずみを評価できるという結論に達したため、次章で力学的モデ

ルの構築を試みることにした。

　第4章では、第3章で得られた結果をもとに力学的モデルを構築した。均質材

料でできた2次元板に空隙を模した楕円状クラックが多数分布している状態を考

え、ポテンシャルエネルギの釣合い条件から、これらの楕円状クラックが引張持

続応力により進展する際のひずみの増分を算定する式（4．15）を導いた。

△c（，一の一π［A・（・一の2唾2⑭・（・）つ （4．15）

　式（4．15）を計算するための時刻の関数となる構成則としては、水和の進展に

伴う微細構造の緻密化を表現するρ2（りと引張持続応力の作用による微細ひび割

れの平均的な進展則を表現するA2（ち〆）があるが、本研究では、　A2（ちτ’）を応力依

存型速度過程によって理論的に構築することを試み、式（4．27）を導いた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ
　　　　　　　　姻一［〔1＋方〕β（吻詣（2η）砲下＋偽　口）

　　　　　　　　ここに・β一A警・xpF品町

　A2＠，ガ）＝αe一τ’）として式（4．15）に式（4．27）、および、無載荷状態のコン

クリートの細孔径分布の測定より得られるρ2（のを連成させることにより、微細

ひび割れの進展に伴う引張クリープひずみを算定することができる。本研究では、

これを引張クリープ予測手法として提案した。
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　第5章では、第4章で導出した引張クリープ予測手法における種々の未定定数

の決定を行った。微細ひび割れがない場合のヤング係数E’および楕円状クラック

の形状係数は、円柱供試体の一軸圧縮試験より得られるヤング係数と水銀圧入法

より得られる無載荷供試体の細孔直径分布のデータの組合せから求めた。また、

微細ひび割れ進展則中の各未定係数は、第3章で行った引張クリープ試験の1実

験水準の測定結果を基に逆解析を行うことにより決定した。

　第6章では、提案した予測手法の妥当性の検証を行った。すなわち、載荷応力、

載荷時材齢、水セメント比を変化させた引張クリープ試験を行い、実測値と提案

手法による計算値とを比較した。

　その結果、

（5）載荷応力を0．8～1．6N／mm2、載荷時材齢を3～180日、水セメント比0．4

　　～0．6とした本研究の範囲内では、実測値と計算値はほぼ一致し、微細

　　ひび割れの挙動に着目した本提案手法の妥当性が確認された。

　という結論が得られた。

　また、第6章の結果からは、今後の研究課題となる重要な情報が得られた。

　第1に、微細ひび割れ進展則の構成則の一つである、毛細管空隙をモデル化し

た微細ひび割れの数ρ2（りを、本研究では、水銀圧入式ポロシメータの測定によっ

て得られる0．1～5μmの領域の細孔容積と材齢の関係を直接、数学的に表示す

ることにより推定した。推定に用いたデータは3つの材齢のデータであり、この

推定精度が引張クリープひずみの計算精度に影響を与えていることは否めない。

今後、精度向上のために多くのデータを集めるとともに、固体反応速度論等を用

いて、メカニズムの面からρ2（τ）の関数形を決定する必要があると考えられる。

　第2に、載荷応力が本研究の範囲よりも大きくなると微細ひび割れは、集積、

局所化し巨視的なひび割れとなって引張クリープ破壊に至ると推察される。本提

案手法では、そのモデルの中でひび割れが局所化する段階までは考慮できないた

め、引張クリープ破壊まで現象を予測するに至っていない。しかしながら、ひび

割れの局所化以後の挙動は、ひび割れ発生照査における重要な情報を与えること

になるめ、今後、本提案モデルを拡張して検討してゆく必要があるといえる。

　第3に、引張クリープひずみの温度依存性について、既往の研究成果を参考に

考察し、本提案手法における微細ひび割れ進展則は高温環境下で大きくなること

から、クリープひずみの高温による励起を予測しうる可能性のあることは示した。

ただし、微細ひび割れ進展則中の未定定数をあと2つ決定する必要があること、
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特に若材齢における引張クリープひずみは、水和反応の高温による促進との関係

で複雑な挙動を示すことが考えられることから、今後、実験的に検討する必要が

ある。

　本研究は、引張持続応力を受けたコンクリートの微細構造の観察を踏まえて、

毛細管空隙を起点とした微細ひび割れの進展に着目し、微細構造を簡単な力学的

モデルにより表現することにより引張クリープひずみを予測する手法を検討した

ものである。ρ2（∋の推定精度、引張クリープひずみの高応力域での挙動や温度

依存性などいくつか残された課題はあるが、本提案手法を用いることにより、若

材齢から長期材齢に適用できる高精度かつ汎用的な引張クリープ予測手法を開発

するという当初の目的は、概ね達成できたと考えられる。今後は、前述の課題を

明らかにすることに加えて、とりあえずの目標として有限構造体の実際のひび割

れ照査への適用方法に関する研究を進めていく必要がある。
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